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Ⅰ 組織及び機構 

 



Ⅰ  組織及び機構 

 

 

 １ 局の設置 

 

    当振興局は、昭和 46 年 8 月 7 日宮崎県行政組織規則（昭和 46年 8 月 3 日公布、規則第 29

号）に基づき、農業・林業及び水産業に関する事業等を総括的かつ効率的に行い、農業・林業 

及び水産業の近代化を推進してその振興を図ることを目的として設置された。              

 

      ○近年の主な組織改編状況 

   ・平成 21年 4 月 1 日 農政水産課を地域農政企画課に、農政水産担当を農政推進担当に名称 

変更。地域農政企画課に畑かん営農推進担当を新設。新設に伴い畑か 

ん営農推進担当主幹を設置し、国営事業担当主幹を廃止。 

   ・平成 23年 4 月 1 日 総務課に地域企画調整担当を新設し、管理担当を農村計画課へ移管。  

              農畜産課に児湯地域復興担当を新設し、児湯地域復興担当主幹を設置。 

              農村建設課を農村計画課に名称変更し、農村環境担当を廃止。    

              農地整備課を農村整備課に、農地整備担当を農村整備担当に、農地保

全担当を農地防災担当に名称変更。 

   ・平成 25年 4 月 1 日 農畜産課児湯地域復興担当を廃止。 

      ・平成 30年 4 月 1 日 畑かん営農推進担当を地域農政企画課から普及企画課へ移管。 

   ・令和 3年 4 月 1 日 普及企画課を地域支援課に名称変更し、地域企画担当と地域振興担当 

の２担当に構成変更。農業経営課を土地利用営農担当と農畜産経営担 

当及び園芸経営担当の３担当に構成変更。 

 

  ２ 所管区域 

 

       西都市及び児湯郡の１市５町１村を所管している。 

       なお、県営の治山工事及び林道工事、狩猟免許及び狩猟者登録並びに火薬類に関する事務に

ついては、椎葉村の一部（椎葉村大字大河内のうち、一ツ瀬川流域の地域）についても所管し

ている。 

 

 ３ 所掌事務 

 

  ①  農業に関すること。 

    ②  林業に関すること。 

    ③  水産業に関すること。 

  ④ 地域振興、地方分権等に関すること。 

  ⑤ 消防、防災及び危機管理に関すること。 

  ⑥  農業農村の整備に関すること。 

    ⑦  卸売市場に関すること。 

   ⑧  火薬類に関すること。 

    ⑨  自然公園等に関すること。 

   ⑩  鳥獣の保護及び管理並びに狩猟に関すること。 

    ⑪ 野生動植物の保護に関すること。 
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  ⑫ 海岸（農林水産省本省所管のものに限る。）に関すること。 

  ⑬ 農業経営及び農村生活の改善に関する科学的技術及び知識の普及に関すること。 

    ⑭ 農業者に対する農業経営又は農村生活の改善に関する情報提供に関すること。 

    ⑮ 新規就農を促進するための情報提供、相談その他の活動に関すること。 

  ⑯ 水源地域の保全に関すること。 

    ⑰  その他、西都市及び児湯郡管内における県出先機関の連絡調整及び市町村との連携を図る 

    ための次の事務。 

         ・地方連絡協議会に関すること。 

     ・災害対策本部地方支部に関すること。 

         ・広報に関すること。 

         ・職員互助会地区協議会に関すること。 

 

 ４ 組織機構  （令和６．４．１現在） 

       ９課１７担当１駐在所      職 員 数   ７４名 

 
 

総 務 担 当（４名） 
 

総   務   課 
  

   
地域企画調整担当（１名） 

      （６名）  
 

地 域 農 政 企 画 課 
  

農 政 推 進 担 当（４名） 
   

（５名）   
農 産 園 芸 担 当（３名） 

 
農 畜 産 課 

  
   

畜 産 担 当（３名） 
        （７名）  
  

国 営 ・ 計 画 担 当（３名） 
局    長 

 
次    長 

  
農 村 計 画 課 

  
     

管 理 担 当（３名） 
             （総  括） 
                   (技術担当) 
                 （農業普及担当） 

 

 

 

        （７名）  
  

農 村 整 備 担 当（４名） 
 

農 村 整 備 課 
  

    
農 地 防 災 担 当（３名） 

     （８名）  
 

林      務      課 
 

林 政 ・ 普 及 担 当（４名） 
  

（５名）  
治 山 担 当（３名） 

 
森 林 土 木 課 

  
    

森 林 路 網 担 当（３名） 
        （７名）  
                   

地 域 企 画 担 当（３名） 
 

地 域 支 援 課 
  

   
地 域 振 興 担 当（４名） 

      （８名）  
                   

土地利用営農担当（４名） 
 

農 業 経 営 課 
  

   
農 畜 産 経 営 担 当（４名） 

      （１４名） 
 
 

 
 

園 芸 経 営 担 当（５名） 
 

 
西 米 良 駐 在 所                         （３名） 

 
 
※ 再任用職員を含み、水産政策課兼務職員を除く。  
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Ⅱ 管内農林水産業の概況 

 
 
 
 



Ⅱ  管内農林水産業の概況 

 

 

 １ 地域の概況 

 

   西都市、高鍋町、新富町、西米良村、木城町、川南町、都農町の１市５町１村からなる本地 

   域は、宮崎県のほぼ中央に位置し、総人口は、91,569 人（令和６年県推計）で県全体の 8.9％、 

   総面積は 1,153.78 ㎢(令和５年全国面積調)で県全体の 14.9％を占めている。 

東部に日向灘を臨み、西部には広大かつ急峻な森林地帯である九州山地をひかえ、優れた自

然景観に恵まれている。 

西部山岳地帯から海岸に至るまでは、ゆるやかな丘陵地帯となっており、この山岳地帯を源

とする河川は、名貫川が本地域の北部を、小丸川が中央部を、一ツ瀬川が南部をそれぞれ日向

灘に貫流し、これらの大小河川の流域沿いに広大な水田、畑地帯が形成されている。 

土質は水田が沖積層、畑地帯が黒色火山灰土からなり、気象条件は、温暖・多照・多雨（年

平均気温 17.2 度、年間日照時間 2,067 時間、年間降水量 2,547mm（西都平年値）という特性を

有しており、農業生産に適した条件を備えている。 

   また、地域振興の基盤となる道路網については、管内に３か所のインターチェンジ（西都、 

   高鍋、都農）を有する東九州自動車道をはじめ、南北の日向灘沿いに縦走する国道 10号、中央 

   部を東西に走る国道 219 号、さらに広域農道が尾鈴山麓地帯を縦走している。これらの基幹道 

   路を中心に、県道、市町村道、農道が網目状に連結しており、鉄道（ＪＲ九州日豊本線）とと 

   もに、本地域の産業発展に欠かすことのできない交通網を形成している。 

 

 ２ 農業の概況 

 

管内の農業産出額は、740 億円（令和４年）で県全体（3,505 億円）の 21.1％を占め、ほ場

整備や畑地かんがい施設などが進んだ農地を活用し、国内トップクラスの農畜産物が生産され

ている。 

近年では、施設園芸での環境制御技術や酪農での搾乳ロボットなど生産性を向上させるスマ

ート農業への取組が進みつつある。 

また、牛肉やスイートピー、茶、鶏卵等の品目は、アジア、北米に輸出され、海外市場の販

路開拓も積極的に行われている。加えて、令和６年２月にはハラールに対応した食肉処理施設

が竣工し、ハラール圏への輸出拡大が期待される。 

 

 （１）耕地の状況 

令和５年の管内の耕地面積は 12,744ha(令和５年耕地面積統計)で、県全体の 20.0％を占

め、田畑別には、田 6,362ha、畑 6,371ha となっている。 

宅地造成や公共用地、耕作放棄等により、耕地面積は年々減少する傾向にある。 

 

 （２）農業経営体等の状況 

総農家数は 4,339 戸（令和２年農林業センサス、以下同じ）で、販売農家は 3,394 戸であ 

る。 

また、基幹的農業従事者は 6,360 人、うち 65 歳未満が 2,897 人と 45.6％を占めている。 

どちらも県全体より、65歳未満の割合が高く、当地域では比較的若い世代が基幹的な担い手 

として従事している。 

        認定農業者数は 1,854 人で、県全体の 25.1％を占めており、近年はほぼ横ばいで推移して 

    いる。 

    農業法人数は 182 法人で、県全体の 20.0％を占めている。 

    また、新規就農者数は、82 人（令和４年）と県全体の 21.1％を占めており、うち雇用就農 
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    者数が 50人となっている。 

 

 （３）農業生産の状況 

        農地や畑地かんがい施設などの生産基盤、農業用ハウス・畜舎等の生産施設の整備が進ん 

でおり、沿海地域では、きゅうり・ピーマン・マンゴー・スイートピーなどの施設園芸や加 

工・業務用の露地野菜、肉用牛・酪農・養豚・養鶏の畜産、茶、早期水稲など、山間地域で 

は、夏季の冷涼な気候を生かした園芸作物や畜産など、多様な農業生産が行われている。 

        また、食品加工施設、県立農業大学校などの農業関連産業や教育研究機関も多く、６次産 

   業化や加工販売業者等と連携したフードビジネスの推進による新たな付加価値やビジネスチ

ャンスの創出が期待されている。 

     

       

〈児 湯 地 域 農 業 の 主 要 指 標〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 項         目     

                     

 単  位 児 湯 地 域 

（Ａ） 

宮 崎 県 

（Ｂ） 

比率 ％ 

（A/B） 

年

次 

 

 

① 

② 

② 

③ 

③ 

③ 

④ 

④ 

④ 

④ 

④ 

⑤ 

⑤ 

⑤ 

⑤ 

 

⑤ 

面           積 (K ㎡)    1,154      7,734   14.9 ５ 

総 人 口  (人)   91,569  1,034,090    8.9 
５ 

総 世 帯 数 (世帯)   39,401    474,870    8.3 

耕 地 面 積 ha   12,744     63,700    20.0  

５ 

 

 

 

田 ha    6,362 50.0%     33,900  53.2%   18.8 

畑 ha    6,371 49.9%     29,800  46.8%   21.4  

総 農 家 戸 数 戸    4,339     30,940   14.0  

 

２ 

 

 

販 売 農 家 戸    3,394       20,304    16.7 

基幹的農業従事者 人    6,360     31,570   20.1 

 

 

15 ～ 64 歳 人    2,897  45.6%     12,037  38.1%   24.1 

65  歳  以  上 人    3,463  54.4%     19,533  61.9%   17.7 

認 定 農 業 者 数 

農 業 法 人 数 

集 落 営 農 組 織 数 

経営体 

経営体 

組織 

   1,854 

     182    

       8      

     7,381 

       910 

       127     

  25.1 

  20.0 

   6.3 

５ 

４ 

新 規 就 農 者 数 

 

Ｓ Ａ Ｐ 会 員 数 

人 

(人) 

人 

      63 

（31） 

      31   

       360 

（220） 

       172   

  17.5 

(14.1) 

  18.0 

５ 

４ 

  資料：① 国土地理院（令 6.1.1）、② 宮崎県総合政策部統計調査課資料（令 6.5.1）、 

     ③ 耕地面積統計（令 6.2.29）、④ 農林業センサス（令 2.2.1）、⑤ 担い手農地対策課調査 

    ※ 耕地面積については、数値を四捨五入しているため、合計値と一致しない。 

    ※ 新規就農者数は法人就職者を含む。（ ）は雇用就農者数。 

※ 農業法人数は令和 4 年 1 月 1 日時点。 

※ ＳＡＰ会員数は令和 4 年 8 月時点。 
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　　　〈児湯地域の主要農畜産物統計〉

戸数
作付面積

（ｈａ）
生産量

（ｔ）
戸数

作付面積
（ｈａ）

生産量
（ｔ）

戸数
作付面積

（ｈａ）
生産量

（ｔ）

水稲 1,903 2,591 13,513 12,357 14,700 71,400 15.4% 17.6% 18.9%

麦類（小麦） 28 75 241 83 115 328 33.7% 65.2% 73.5%

雑穀（そば） 52 162 137 157 243 211 33.1% 66.7% 64.9%

茶 65 368 1,317 395 992 2,862 16.5% 37.1% 46.0%

葉たばこ 18 31 82 139 271 684 12.9% 11.5% 12.0%

きゅうり 564 119 7,986 2,729 573 64,643 20.7% 20.9% 12.4%

ピーマン 468 126 12,817 1,077 243 24,729 43.5% 51.9% 51.8%

トマト類 105 37 4,848 565 147 13,905 18.6% 25.1% 34.9%

かんしょ（食用） 20 7 155 749 697 11,716 2.7% 1.0% 1.3%

さといも 24 27 289 743 369 4,484 3.2% 7.3% 6.4%

だいこん 264 247 7,210 975 923 28,682 27.1% 26.7% 25.1%

いちご 49 11 406 213 51 1,869 23.0% 21.1% 21.7%

スイートコーン 477 168 1,557 611 209 2,166 78.1% 80.3% 71.9%

にら 75 51 1,922 175 64 2,336 42.9% 79.2% 82.3%

ほうれんそう（加工） 56 91 2,058 352 949 15,326 15.9% 9.6% 13.4%

キャベツ 91 202 9,381 346 386 15,956 26.3% 52.3% 58.8%

にがうり 181 48 1,639 430 85 2,785 42.1% 56.9% 58.9%

ズッキーニ 215 72 1,706 276 86 2,260 77.9% 84.2% 75.5%

うんしゅうみかん 40 33 391 625 520 8,940 6.4% 6.3% 4.4%

ぶどう 43 36 374 160 110 1,212 26.9% 32.7% 30.8%

マンゴー 42 16 266 255 82 1,256 16.5% 19.6% 21.2%

ゆず 112 63 590 379 155 952 29.6% 40.4% 62.0%

ライチ 5 3 16 26 6 22 19.2% 58.2% 69.2%

キク（大中輪） 8 8 489千本 38 35 7,692千本 21.1% 23.2% 6.4%

スイ－トピー 18 4 7,288千本 72 15 30,813千本 25.0% 23.7% 23.7%

ホオズキ 9 1 27千本 52 5 313千本 17.3% 10.9% 8.6%

ユリ 17 23 3,675千本 30 34 5,755千本 56.7% 69.2% 63.9%

農場数 農場数 農場数

うち経産牛

うち繁殖雌牛

うち繁殖雌豚

 うちブロイラー

 うち採卵鶏

 うちその他

　　【　畜　産　】 

　　　・畜産振興課調べ（畜産振興課調べ（Ｒ5年2月1日））

71.2%

19.6%

11.4%

　　　・茶　：農産園芸課「R4茶生産流通実態調査」。  注）生産量の欄は、荒茶生産量を記載

　　　・葉たばこ：農産園芸課「宮崎県たばこ耕作組合資料」　注）生産量の欄は、総重量を記載

　出典　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　【農産園芸】 

      ・水稲、麦類（小麦）、雑穀（そば）の作付面積、生産量：農林水産省統計部「作物統計調査」（R3年産） 注）児湯地域の未公表値は除いて集計

　　　・野菜：農産園芸課「市町村集計による野菜生産出荷実績並びに計画」（R5年産）R6.4月

　　　・花き：農産園芸課「市町村集計による花き生産出荷実績並びに計画」（R4年産）R6.4月　

　　　・果樹：農産園芸課「令和4年産果樹栽培状況等調査（令和4年8月1日現在　市町村報告）」R5.3月

　　　・水稲、麦類、雑穀の戸数：2020農林業センサスより

畜

産

21.0%

19.0%

22.0%

1,986 2,790

22.6%

26.2%

22.9%

2,810

377

1,830

13,580

15,970

乳用牛

818,200

32,739

49,380

6,396 28,254
215 937

193 1,695

肉用牛

豚

鶏
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580

77
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22.1%

180,300

8,575
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飼養頭羽数
（頭・千羽）

13,400

9,320

86,000

72,200

260,200
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5,211

区分
児湯地域（A) 県全体（B） 割合（A)／（B)

飼養頭羽数
（頭・千羽）

飼養頭羽数
（頭・千羽）

普
通
作

区分

児湯地域（A) 県全体（B）

農
産
園
芸

野

菜

花
き

特
用
作

果

樹
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３ 林業の概況 

 

管内の森林面積は、83,190ha（森林率 72％）で、このうち、民有林面積は、56,604ha（民有林

率 68％）を占め、県平均（70％）とほぼ同程度である。また、民有林の人工林は 24,460ha(人工

林率 43%)で、県平均(57%)を下回っている。 

林地の所有形態は、小規模で森林率の低い東部地域と、比較的大きく森林率の高い西部地域と

に大別される。 

東部地域は、林業に対する依存度が低く、太陽光発電施設用地等への転用が多く見受けられる。

一方、コンテナ苗等の造林用苗木の生産が活発で、また、再造林の効率化・省力化の推進が期待

されるエリートツリーの採穂園が整備され、数年後には穂木の採取・生産が開始される見通しで

ある。 

西部地域は、地形が急峻で、脆弱な地質が多く、林道等の基盤整備が遅れており、林内路網密

度は 30.6m/ha と県内平均を大きく下回っている。森林整備法人等による大規模な伐採が行われ

るなど、生産活動は活発であるが、近年、再造林面積が低下している。再造林の中心的な担い手

である県認定の「ひなたのチカラ林業経営者」(令和５年度末)は、管内に９者で県全体(79 者)

の 11％程度であり、素材生産の一部には県外事業者の参入が見受けられる。 

また、しいたけ等の特用林産物は、西部地域を中心に生産されており、中山間地域における短

期換金作目として重要な役割を果たしている。しかしながら、近年、消費量の減少や生産者の高

齢化などにより、生産量は 10 年間で約 1/3 にまで減少している。 

 

  

〈児 湯 地 域 林 業 の 主 要 指 標〉 

     市町村等 

 項目 

 

単位 

 

宮 崎 県 

 
 

児 湯 管 内 西都市 高鍋町 新富町 西 米 良 村 木城町 川南町 都農町 

 

行政区画面積 

 ha 773,416 115,378 43,879  4,380  6,148 27,151 14,596  9,013 10,211 

 ％   100.0    14.9    5.7    0.6    0.8    3.5    1.9    1.2    1.3 

 

 

 

 

 

 

 

 

森 林 面 積 

 （森林率） 

 ha 585,426  83,190 33,771    753  1,225 25,705 12,149  3,208  6,379 

 ％    75.7    72.1   77.0   17.2   19.9   94.7   83.2   35.6   62.5 

 

 

 

 

 

 

民有林面積 

（民有林率） 

 ha 407,751  56,604 22,397    705  1,159 25,307  3,947  1,687  1,401 

 ％    69.7    68.0   66.3   93.6   94.6   98.5   32.5   52.6   22.0 

 

 

 

 

人工林面積 

（人工林率） 

 ha 230,674  24,460  9,688    282    389 11,387  1,387    723    604 

 ％    56.7    43.2   43.3   40.0   33.6   45.0   35.1   42.9   43.1 

人工林蓄積 千㎥ 113,335  12,434  4,946    136    186  5,833    742    318    273 

  ㎥／ha  ㎥     491     508    511    482    478    512    535    440    452 
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     市町村等 

項目 

単位 

 

宮崎県 

 

 
 

児 湯 管 内 西都市 高鍋町 新富町 西 米 良 村 木城町 川南町 都農町 

森林所有者（令

和 4 年 度 ） 

 人 145,350  14,676  6,320    996  2,118    719  1,318  2,418    879 

 ％   100.0    10.1    4.4    0.7    1.5    0.5    0.9    1.7    0.6 

 

 

 

 

 

 

 

 

5ha 未満  人 133,930  13,476  5,711    984  2,106    313  1,189  2,399    840 

5～30ha  人   9,698     914    500     11      9    255    104     17     36 

30～100ha  人   1,388     241     89 －      3    128     19      1      2 

100ha 以上  人     334      45     20      1 －     23      6      1      1 

林業総生産（令

和 ２ 年 度 ） 

百 万 円  15,575   1,514    577     37     48    505    116    88    143 

 ％   100.0    9.7    3.7    0.2    0.3    3.2    0.7    0.6    0.9 

しいたけ生産（乾） 

（令和 4年次） 

トン     360      11      6    －    －       3      2   －   － 

 ％   100.0     3.1    1.7    －    －    0.8    0.5   －     －   

しいたけ生産（生） 

（令和 4年次） 

トン   2,643      45      7     37    －      1  －   －   － 

 ％   100.0     1.7    0.3    1.4    －     0    －     －   － 
 

民 
有 
林 
内 
 
令和 
4 年 
度末 

林 道 延 長  ｍ 2,672,132 277,635 156,155 － － 107,325 14,154 － － 

林 内 路 網 密 度 m/ha    39.1    30.6   33.2   46.6   27.6   29.1   25.6   27.6   29.5 

道路(公道＋林道)密度 m/ha    18.6    13.0   14.2   45.2   27.6    8.9   15.4   20.5   20.7 

林道密度（Ｗ≧３．０） m/ha     6.6     4.9    6.9   －     －      4.2    3.7   －     －   

林道舗装率  ％    63.0    72.6   84.3   －     －     54.6   79.7   －     －   

民 有 保 安 林 面 積 

( 令 和 ４ 年 度 末 ) 

 ha 128,003  22,735  5,782     39     64 15,211  1,237    289    114 

 ％   100.0    17.7    4.5    0.0    0.0   11.8    1.0    0.2    0.1 

鳥 獣 保 護 区 面 積 

(令和 5 年度末) 

 ha  60,322  12,437  2,290  1,827    872  2,299  2,812    734  1,603 

 ％   100.0    20.6    3.8    3.0    1.4    3.8    4.7    1.2    2.7 

  【出典】一ツ瀬川地域森林計画書、林内路網統計、宮崎県林業統計要覧（一部宮崎県環境森林部調べ）   

        特用林産物の現状と統計 

  ※ 四捨五入の関係で、児湯管内の計は一致しない場合がある。 

   ※  森林所有者の市町村内訳については、複数の市町村に重複して山林を所有する者の数を含む。 

 

   

所
有
規
模
別
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４ 水産業の概況 

 

管内の海面においては、沿岸・近海まぐろはえ縄漁業を主体に、小型船による一本釣、その他

のはえ縄、底びき網漁業等が行われ、まぐろ類、ふぐ類、たい類等の多種多様な魚介類が漁獲さ

れている。 

生産状況は、漁獲量 2,897 トン、生産額 31.6 億円で本県の海面漁業総漁獲量の 3.0％、総生産

額の 8.3％を占める。中でも、まぐろはえ縄漁業による漁獲量は 2,616 トン、生産額 29.0 億円で、

管内の総漁獲量の 90.3％、総生産額の 91.8％を占める。 

  沿海漁業協同組合の正組合員数は 251 人で本県の沿海漁業協同組合全体の 12.8％を占める。全

国的な高齢化・後継者不足は管内も同様であるが、川南町漁業協同組合においては漁業者の子弟

等の就業により若手の漁業後継者が比較的多く、正組合員の平均年齢が 56 歳と本県の沿海漁業

協同組合で最も若い。 

  漁業者や漁協による直販加工の取組が盛んであり、都農町漁業協同組合においては、平成 25

年にオープンした「道の駅つの」を活用した水産加工品等の販売が行われている。また、川南町

漁業協同組合においては、平成 19 年にオープンした自営の加工販売施設で地獲れの鮮魚・加工

品等の販売が行われてきたが、平成 27 年からは、その規模と機能を拡大させた新たな地域産物

展示販売施設「通浜」で業務が継続されている。同施設においては、水産物のほか農産物等も取

り扱っており、地域振興に寄与している。 

  一方、内水面については、一ツ瀬川、小丸川を中心にアユ、ウナギ、シジミ等を対象とした漁

業が行われている。また、コイ、ウナギの養殖が盛んで、県内の主要産地となっている。さらに、

新たな養殖対象種として期待されているチョウザメや西米良サーモンの養殖にも取り組まれて

いる。 

 

〈児湯管内水産業の主要指標〉 

 

 

 
単 位 

 

 
児湯管内 

（Ａ） 

 
宮 崎 県 

（Ｂ） 

 
比 率 

(A/B) 

 
備  考 

 

 

 

海 

 

面 

 

 

 

 

 

 

 

漁協組合員数 人      353     2,651 13.3  

 

 

正組合員 人      251    1,963 12.8 都農町（35)、川南町（194）、新富町（22） 

準組合員 人      102     688 14.8 都農町（41）、川南町（59）、新富町（2） 

動 力 漁 船 数 隻      229    2,105 10.9  

 

 

 ５トン未満 隻      185    1,622 11.4 都農町（74）、川南町（85）、新富町（26） 

 ５トン以上 隻       44      483 9.1 都農町（4）、川南町（40）、新富町（0） 

漁 獲 量 トン    2,897   95,793 3.0 属人水揚高 

 

 

 海面漁業漁獲量 トン    2,897   81,111 3.6 都農町（308）、川南町（2,589）、新富町（-） 

 海面養殖生産量 トン        0   14,682 0  

生 産 額 百万円    3,158   38,070 8.3 属人水揚高 

 

 

 海面漁業生産額 百万円    3,158   25,899 12.2 都農町（312）、川南町（2,846）、新富町（-） 

 海面養殖生産額 百万円        0   12,172 0  

                         ＊組合員数、漁船隻数：令和５年度版宮崎県水産業協同組合要覧 

                         ＊生産量・額：漁連情報（２０２３(R５)年 1～１２月集計） 
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 ５ 農林水産業の展開方向 

 

 （１） 農 業 

     第八次宮崎県農業・農村振興長期計画の児湯地域ビジョンに基づき、「革新と創生で築

く、若者が住んで稼げる児湯地域農業」の実現に向け、産地が一体となった一貫した就農

者支援による多様な人材の確保、技術革新と合理化により産地を牽引する経営体の育成、

農を核とした新たなビジネス創出に取り組む。 

          

   ① 多様な人材の確保 

     農業経営体の減少や担い手の高齢化が急速に進行する中、就農希望者に対する相談、研 

    修、農地等のあっせんまでの一貫した支援により担い手の確保に取り組むとともに、ＪＡ 

    等による園芸施設や牛舎のリース方式の導入を促進し、就農しやすい環境の整備を進める。 

また、きゅうりやピーマンをはじめ、果樹や肉用牛など、新規就農者に対する研修品目

の重点化やトレーニング施設の充実強化を図り、自立した農業者の育成に取り組む。 

 

      ② 産地を牽引する経営体育成 

    ア 耕種部門 

水稲では、大規模経営体の育成と地域の役割分担等による生産コストの低減と高収益 

     化を進める。また、施設園芸では環境制御等のスマート農業技術の導入による収量向上 

     を図る。さらに、露地園芸では耕種版インテグレーションの拡大等による分業化と計画 

     化を進め、作付け拡大を進める。（ＳＳＲ運動の推進）  

      なお、野生鳥獣による農林産物への被害は、ここ数年横ばい傾向にあるが、耕作放棄 

     地の増加や集落の活力低下を防ぐためにも、市町村等と連携しながら、地域の取組を支 

     援する。 

 

       イ 畜産部門 

           飼料生産の分業化や、分娩間隔の短縮に向けた発情発見装置等のＩＣＴ（情報通信） 

     技術などの導入を進め、効率的で収益性の高い大規模経営体の育成を図る。 

          また、新規就農者を呼び込み定着させるため、研修体制やトレーニング施設などの就 

     農環境の整備に向けた地域の取組を支援する。 

  さらに、ＨＰＡＩ（高病原性鳥インフルエンザ）やＣＳＦ（豚熱）、ＡＳＦ（アフリ

カ豚熱）等の家畜伝染病の発生防止に向けた取組を継続して実施するとともに、万一の

発生に備えた地域防疫体制の更なる強化を進めていく。 

 

      ③ 農を核としたビジネス創出 

 西都市が進めるスマート農業技術等を活用した施設園芸団地の創出や、高鍋町と木城町

が連携して進める有機農業の推進による新たな販路開拓の取組などを支援することで、農

を核としたビジネスを創出し、外貨獲得と雇用機会の確保を図る。 

     また、山間地域のゆずでは、低樹高剪定、機械化作業体系などによる生産性の向上や、 

    生産から加工、販売までを産地が手がける体制を強化することにより、農業による地域活 

    性化を促進する。 
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  （２） 林 業 

     民有林の人工林のうち、8 齢級以上の林分が 78％を占めるなど、収穫可能な森林が増加 

    している一方、再造林率を見ると、県全体の 73％に対して、管内は 66％と下回っているた 

    め、児湯地区再造林推進ネットワークを設け、伐採や再造林に関する森林所有者の相談窓 

    口や伐採箇所等の情報共有、再造林の調整など、再造林対策の推進を図る。 

     平成 27 年度から本格稼働した木質バイオマス発電施設への原木等の安定的な供給を図

る集荷・流通体制の構築と木材需要の拡大を図る。これらに必要な担い手については、林

業研究グループを対象とした研修会等の実施や、新規就業を促進するための林業事業体へ

の支援等による確保・育成に取り組むとともに、ドローン等のスマート林業技術を活用し

た作業効率の向上を推進する。 

     また、しいたけ生産については、近年、消費量の減少や生産者の高齢化など、様々な課 

    題に直面していることから、新規参入者の確保・育成や生産システムの効率化、販路拡大 

    等を推進する。 

     一方、林業生産の効率化、山村地域の振興等を図るため、林道、作業道等の基盤整備は 

    重要であるため、今後とも積極的な路網整備を推進していく必要がある。 

     さらに、当該流域（東臼杵郡椎葉村大河内地区の民有林を含む）の森林、地域の生活環 

    境を保全するため、引き続き治山事業の積極的な推進により、山地災害の未然防止と被害 

    箇所の早期復旧に努める。 

 

  （３） 水産業 

 管内の海面漁業においては、漁業就業者及び漁業経営体数が減少しており、資源の減少 

 や収益の向上が課題となっている小規模な独立自営型沿岸漁業者が特に減少している状況 

 にある。 

    このため、行政機関、漁業団体からなる児湯地域漁業担い手確保・育成協議会において、

まぐろ延縄漁船の漁業就業者の確保に向け（公社）宮崎県漁村活性化推進機構と連携し、

全国漁業就業支援フェアへの参加や漁業研修などの取組を行うとともに、独立自営型沿岸

漁業の漁業就業者確保・育成に向け、陸上養殖や小型底定置網などの新たな漁業種類の追

加による収益向上の取組を進める。 

 また、管内の内水面においては、水産試験場と連携した疾病防除に努める。 
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課名 事業名 実施主体

地域農政企画課 みやざきの持続可能な農山村づくり支援事業 市町村、農業者団体等

みやざきローカルフードプロジェクト強化事業 関係団体等

みやざき食の安全・県産県消推進事業 市町村、関係団体等

みやざきの農を支えるひなた資金融通事業 県、市町村

新規就農者育成総合対策 市町村、ＪＡ等

農業次世代人材投資事業 市町村

「みやざきで就農！」サポート事業 市町村、ＪＡ、農業者団体等

農業雇用人材マッチング促進事業 市町村、ＪＡ、地域協議会等

担い手確保・経営強化支援事業 市町村

農地利用効率化等支援交付金 市町村

農業委員会交付金 市町村

農地中間管理機構支援事業 市町村、農業委員会

中山間地域等直接支払交付金 西都市､西米良村､木城町､都農町

水産業競争力強化緊急事業 漁協、漁業者

未来へつなぐ漁業担い手育成総合対策事業 宮崎県漁村活性化推進機構

漁業ＤＸによる担い手確保育成事業 宮崎県漁村活性化推進機構、漁協等、市町村

漁業資源継承支援体制構築事業 漁業者、宮崎県漁村活性化推進機構

種子島周辺漁業対策事業 都農町・川南町、漁協

宮崎県産水産物の架け橋構築事業 県

農畜産課 強い農業づくり総合支援交付金 市町村、ＪＡ、農業者団体等

産地生産基盤パワーアップ事業 農業者、農業者団体等等

みやざきブランド「強み」向上支援事業 ブランド地域本部

未来へ繋ぐ施設園芸スタイルシフト推進事業 営農集団、農業者団体等

みやざき水田農業確立推進体制整備事業 市町村（地域農業再生協議会）

サツマイモ基腐病対策強化事業 ＪＡ、営農集団

持続可能な茶生産を目指す産地再生支援事業 市町村、ＪＡ、営農集団等

みやざきデジタル施設園芸産地構築事業 民間企業等

高性能スマート機械導入モデル経営体支援事業 経営体、受託組織

スマート＆グリーンで目指す耕種農業産出額ＵＰ事業 市町村、ＪＡ、営農集団等

青果物価格安定対策事業 ＪＡ

鳥獣被害防止総合対策交付金関係事業　 各市町村鳥獣害関係協議会

ＩＣＴを活用した総合的鳥獣被害対策実現事業 協議会

持続可能なみやざきグリーン農業構築事業 市町村、協議会等

農業セーフティーネット対策緊急強化事業 宮崎県農業再生協議会

Ｇ７から始まる官民連携農業プロジェクト事業 農業者団体等

加工・業務用野菜日本一産地確立事業 民間企業、営農集団

畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業 クラスタ－協議会（7協議会）

草地畜産基盤整備事業 農業振興公社

みやざきの酪農経営持続化支援事業 管内市町

「４本柱」で支えるひなた家畜防疫体制事業 市町村自防

未来につなぐ畜産バイオマス利活用支援事業 協議会等

宮崎県肉用牛改良総合対策事業 農業者団体等

粗飼料自給率100％「宮崎アクション」実践事業 地域協議会、県コントラ等協議会、営農集団等

食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業 農業者団体等

地域連携による資源利用拡大推進事業 法人、営農集団等

みやざきの新たな肉用牛肥育体系確立事業 ＪＡ等

6　令和６年度　児湯農林振興局における主要事業
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課名 事業名 実施主体

農村計画課 農地耕作条件改善事業 新富町

農業水路等長寿命化･防災減災事業 西都市､高鍋町､新富町､２土地改良区

農村地域防災減災事業 都農町

農村整備事業 西都市・一ツ瀬川営農飲雑用水広域水道企業団

ため池等整備事業 都農町

基幹水利施設整備管理事業（一般型） 西都市､高鍋町､新富町､木城町､川南町､都農町

水利施設管理強化事業 西都市､高鍋町､新富町､木城町､川南町､都農町

農業集落排水事業 西都市

県単独土地改良事業 西都市、高鍋町

県単魅力あるふるさと環境づくり事業 西都市、２土地改良区、一ツ瀬川営農飲雑用水広域水道企業団

県単農地集約化促進基盤整備事業 西都市

多面的機能支払交付金 西都市､高鍋町､新富町､木城町､川南町､都農町

地籍調査事業 西都市､高鍋町

農村整備課 県営経営体育成基盤整備事業 県

県営畑地帯総合整備事業 県

県営基幹農道整備事業 県

県営ため池等整備事業 県

県営防災ダム整備事業 県

県営湛水防除事業 県

県営農地保全整備事業 県

県営長寿命化・防災減災事業 県

団体営農地・農業用施設災害復旧事業 （管内市町村）

林務課 森林病害虫等防除事業（松くい虫薬剤防除事業、松くい虫伐倒駆除事業） 県､高鍋町､新富町､川南町

鳥獣保護区等周辺被害防止対策事業 西都市､新富町､都農町

有害鳥獣捕獲班活動支援事業 管内全市町村

野生猿特別捕獲班活動支援事業 西都市､新富町､西米良村､木城町､川南町､都農町

有害鳥獣（シカ・イノシシ）捕獲促進事業 西都市､木城町､川南町､都農町

有害鳥獣被害対策パトロール支援事業 西都市

狩猟でシカ捕獲促進事業 西都市、都農町

狩猟免許取得促進事業 西都市､新富町､西米良村、川南町、都農町

森林づくり植樹支援事業 地区協議会､NPO団体､森林ボランティア等

森林づくり活動支援事業 森林ボランティア等

保安林整備事業 県

森林土木課 地方創生道整備推進交付金事業 県、西都市、西米良村

山のみち地域づくり交付金事業 県

森林環境保全整備事業 県、西米良村

農山漁村地域整備交付金事業 西都市、西米良村

林道施設災害復旧事業 西都市、西米良村

復旧治山事業 県

緊急総合治山事業 県

林地荒廃防止事業 県

災害関連緊急治山事業 県

集落防災総合治山事業 県
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Ⅲ 各課事業の概要 

 
 



Ⅲ 各課事業の概要  

 

 

 １ 総 務 課 

    

  (１) 総務担当 

    総務担当は分掌事務として、庶務一般、会計事務、工事の入札及び契約に関する事務、火 

   薬類取締業務、物品等の管理事務、県職員互助会高鍋地区協議会の事務を取り扱っている。 

 

 〈事業費の推移〉                              (単位：円) 

科目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

  農林水産業費（農水） 907,036,425 826,275,768 905,678,274 797,879,073 

  農林水産業費（環境） 526,728,651 263,495,961 221,757,697 284,867,565 

  災害復旧費 9,600,055 6,000,000 17,503,444 11,750,000 

  総務費等その他 3,338,786 3,037,375 6,552,425 8,357,605 

  特別会計 3,549,863 1,154,437 1,347,457 1,158,270 

現年計 1,450,253,780 1,099,963,541 1,152,839,297 1,104,012,513 

  農林水産業費（農水） 1,352,364,737 663,189,258 1,408,544,769 1,146,359,110 

  農林水産業費（環境） 755,327,619 1,293,690,528 831,844,936 1,212,581,510 

  災害復旧費 59,673,000 53,176,676 92,421,703 2,550,000 

  総務費等その他 0 0 0 0 

  特別会計 0 0 0 0 

繰越計 2,167,365,356 2,010,056,462 2,332,811,408 2,361,490,620 

総計 3,617,619,136 3,110,020,003 3,485,650,705 3,465,503,133 

 

 

  〈火薬類に関する事務〉                    （単位：件数） 

区 分 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

譲 渡 許 可 
譲受消費許可 
消 費 許 可 
立 入 検 査 

   ０ 
   １０ 
     ０ 
     ２ 

     １ 
    ６ 
     ０ 
     ０ 

     ０ 
   １２ 
     ０ 
     １ 

     １ 
    ９ 
     ０ 
     ０ 

     １ 
     ５ 
     ０ 
     ０ 

     ０ 
     ６ 
     ０ 
     １ 

計    １２     ７    １３    １０      ６      ７ 

 

 

  (２) 地域企画調整担当 

    地域企画調整担当は分掌事務として、県と市町村との情報交換等を行っている児湯地方連 

   絡協議会、地域振興の企画・調整、災害対策本部児湯地方支部等の事務を取り扱っている。 
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２ 地域農政企画課 

   

 (１) 農政推進担当   

 

  ア 第八次宮崎県農業・農村振興長期計画児湯地域ビジョンの推進 

    「第八次宮崎県農業・農村振興長期計画」における児湯地域の重点プロジェクトの着実な

推進を図るため、地域懇話会を開催し、担い手代表や関係団体等への説明と意見交換を行う

とともに、局内のプロジェクトチームによって連携施策等について検討を行うことにより、

施策の推進を図る。 

 

  イ 担い手支援対策の推進 

    担い手の減少と高齢化が進行する中で、認定新規就農者、認定農業者及び法人経営体等の 

   育成・確保を図るため、認定農業者等地域の中心となる担い手への施策の重点化、集落営農 

   組織や農業生産法人等の設立・運営を促進する。 

    また、経営開始や経営改善に対する支援や融資等により多様な担い手の育成・確保を促進 

   するとともに、規模拡大や経営の多角化への支援により、雇用及び所得の確保に努める。 

 

    (ア) 農業金融対策 

農業経営の規模拡大や近代化・合理化等を図るため、関係機関との連携の下、各種制度

資金の積極的な活用を促進するとともに、固定化負債の増加傾向に対処し、農家経営の安

定化を目指すため、経営指導の強化や農業経営負担軽減支援資金等の積極的な活用を促進

する。 

また、価格高騰等の影響により、農業経営が圧迫されている農業者に対し、経済変動・

伝染病等対策資金や農業経営負担軽減資金（みやざきの農を支えるひなた資金）等の活用

を促進することで、経営の維持安定を図る。 

 
   〈制度資金利子補給(補助)承認実績(令和５年度実績)〉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                                          

 

 

14



(イ) 新規就農者育成総合対策 

          着実な新規就農者の確保を図るため、市町村が行う新規就農者育成総合対策（経営発展 

     支援事業、経営開始資金）の円滑な交付を支援するとともに、各地域担い手育成総合支援 

        協議会とも連携し、担い手への農地利用集積を促進するほか、就農準備資金等の活用支援 

        も併せて行いながら、経営感覚に優れた効率的・安定的な経営体を担う人材の育成・確保 

        に努める。 

 

     〈新規就農者育成総合対策 交付対象者数(令和 5年度末実績)〉 

実施主体 西都市 高鍋町 新富町 西米良村 木城町 川南町 都農町 計 

経営発展支援事業 7 2 5 0 0 3 0 17 

経営開始資金 14 2 6 0 1 6 0 29 

 

    〈【参考】児湯管内新規就農者数(令和 5年 12 月末現在)〉     

 西都市 高鍋町 新富町 西 米 良 村 木城町 川南町 都農町 計 

令和５年 22(11)   1(1)  12(6)   0(0)   3(3)  21(8)  4(2)   63(31) 

         ※（ ）は自営就農 

 

      〈児湯管内認定農業者数(令和 5年 3月末現在)〉 

 

 
西都市

 
高鍋町

 
新富町

 
西 米 良 村

 
木城町

 
川南町

 
都農町

 広域認定 
計
 

国 県 

認定農業者実数 651 117 366 11 68 334 266 4 37 1,854 

３年度終期到来者数  (A) 144 20 61 3 17 50 69 － － 364 

 うち再認定者数  (B) 116 16 55  3 15 45 48 － － 298 

再認定率(%) (B/A) 80.6 80.0 90.2 100.0 88.2 90.0 69.6 － － 81.9 

 

      〈児湯管内農業法人数(令和 5年 1月 1日現在)〉 

 西都市 高鍋町 新富町 西 米 良 村 木城町 川南町 都農町  計 

農地所有適格法人 35 17 18 0 5 41 8 124 

 一般農業法人 8 6 13 0 3 19 9 58 

      計 43 23 31 0 8 60 17 182 

  

 

  ウ 優良農地の確保及び農地流動化の推進 

        農地制度関連法等に基づく計画的な土地利用や農地転用事務等を通じて優良農地の確保を 

    図るとともに、耕作放棄地の解消や農地中間管理事業等を活用した担い手への農地利用集積 

    等による農地の有効利用を促進する。 

 

    (ア) 農地の権利移動及び転用 

      農業振興地域の整備に関する法律（農振法）等関係法令との調整を図りながら、農地法
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の適正な運用により優良農用地の確保に努める。 

 

      〈農地の移動状況等〉 

 農地法 

 条 項 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

件 数 面積(a) 件 数 面積(a) 件 数 面積(a) 

 第４条     37       507      32     521        28     217 

 第５条    223     1,596    187    895      145     971 

   計    260     2,103    219   1,416       173    1,188 

         ※ 年度末時点での許可件数 

 

(イ) 農地の集積 

      令和５年４月１日に施行された基盤法等の改正により、将来の農地利用の姿を明確化す 

      る地域計画を市街化区域を除いた全ての区域で定めることとなった。このため、策定に向 

けて必要な支援を行うとともに、同計画に位置付けられた、今後地域の中心となる担い手 

への施策の重点化や農地の利用集積を促進する。 

 

       〈児湯管内市町村の地域計画策定地区数〉 

 西都市 高鍋町 新富町 西米良村 木城町 川南町 都農町 児湯計 

策定地区数 55 4 40 3 14 44 7 167 

 

(ウ) 農地中間管理事業の推進 

      担い手への農地集積・集約化を進める手段として平成 26 年度からスタートした農地中間 

      管理事業については、農地の権利移動や効率的な利用を促進するために、農地・担い手・ 

      農産園芸・畜産・農業土木担当部署等と連携を行い、様々な施策のツールとして実施でき 

      る体制を確立する。また、各関係機関・団体と一体的に取り組むことにより、担い手への 

      農地の利用集積を加速化する。 

 

(エ) 荒廃農地解消対策 

          農地面積の減少が続く中で、荒廃農地の増加が懸念されているため、県、市町村及び 

  関係団体が一体となって荒廃農地の解消を促進する。 

 

         〈荒廃農地の状況〉                                    (単位：ha) 

  

 

 

 

 

農地面積 

(ａ) 

 

荒廃農地  

荒廃率 

（b/（a+b）） 

 

判定結果  

計 

（ｂ） 

１号遊休農地 

（緑区分+黄区分） 

再生利用が 

困難な農地 

管内計  12,872         183         409     592     4.4% 

県全体  64,400       1,405       1,336   2,741     4.1% 

     ※ 令和５年３月末日現在（遊休農地調査より） 
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  エ 農業振興地域整備計画の管理と優良農用地の確保 

    農業生産の基盤である優良農用地を確保するため、県の基本方針に基づき市町村が策定し 

    た市町村農業振興地域整備計画に沿って農業関係施策の推進、農用地の確保と有効利用を図 

    り、農業振興地域の健全な発展がなされるよう同計画の管理を行う。 

    また、計画変更後、概ね５年を経過した地域において農業振興整備計画の基礎調査を行い、 

    計画の変更が必要な場合は全体見直しを実施する。                                     

 

      〈農業振興地域整備計画管理状況(令和６年３月末現在)〉 

 市町村 

 

農業振興地域整備計画 R5 個別・軽微変更（件) 全体見直し 

(終了予定)※ 

農用地区域面積

(ha) ※ 当初計画認定 変更計画同意 編入 除外 用途 

西 都 市 

高 鍋 町 

新 富 町 

西米良村 

木 城 町 

川 南 町 

都 農 町 

 S45. 12.25 

 S45. 12.25 

 S45.  3.31 

 S61.  7.24  

 S45. 12.25 

 S45. 12.25 

 S45.  3.31 

 H27. 3 

 H29. 1 

 H26. 9 

 H1.  6 

 R3.  1 

 H29. 8 

 R3.  3 

2 

5 

5 

0 

2 

5 

0 

4 

1 

0 

0 

0 

7 

1 

7 

0 

3 

0 

2 

2 

1 

R7.3 

－ 

－ 

R7.4 

－ 

R9.9 

－ 

  3,593 

  1,461 

  2,294 

    122 

    807 

  3,189 

  1,502 

 合 計 － － 19 13 15 －   

     ※ 全体見直し（終了予定）は、令和 5 年 6 月時点での各市町村からの回答 

     ※ 農用地区域面積は、令和６年３月末現在 

 

オ 中山間地域農業の活性化 

    中山間地域等において、農業生産の維持とともに、耕作放棄の防止、多面的機能の維持、 

    高付加価値・高収益型農業の確立、就業機会の確保及び生活環境の整備等により地域の活性 

    化と定住を図るため、中山間地域等直接支払制度等の活用を促進する。 
 

   〈中山間地域直接支払制度の実施状況〉                            (単位：千円) 

年 度 事  業  名 市町村名 事業費 事 業 概 容 

令和５年

度実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

中山間地域等直接支払交付金 

（国 1/2、県 1/4） 

 

 

 

 

 

 

西 都 市 

 

11,609 交付対象    18 集落 

交付対象面積  177.2ha 

西米良村 

 

2,175 

 

交付対象     6 集落 

交付対象面積  19.9ha 

木 城 町 

 

1,299 

 

交付対象     4 集落 

交付対象面積  17.4ha 

都 農 町 

 

401 

 

交付対象     1 集落 

交付対象面積   2.6ha 

中山間地域等直接支払推進交付

金（国 1/2） 

 

西 都 市 125 事務費 

西米良村 43 事務費 

木 城 町 25 事務費 

都 農 町 8 事務費 
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  カ 「食育・地産地消」の推進  

    家庭・学校・地域等において、「食育」及び「地産地消」を一体的に推進し、県産農産物 

   の活用促進、健康的な食生活の実現及び県内農業の理解促進を推進する。 

 

  キ ６次産業化、フードビジネスによる地域の活性化  

    みやざきフードビジネス相談ステーションによる相談対応等を通じて、生産から加工・販 

   売に至る企業間の連携強化等による新たな商品・サービスの開発等を支援する。 

    また、６次産業化をはじめとする農山漁村発新ビジネスの創出や、加工販売業者等との連

携による地域ぐるみの６次産業化を推進し、これによる雇用の創出や地域の活性化を目指す。 

 

  ク 魅力あふれる農山村づくり 

棚田など、地域の魅力を発信することで関係人口の増加を図るとともに、新しい生活様式

と多様なニーズに対応した農泊等のグリーンツーリズムを推進する。 

 

  ケ 水産業の推進 

    「ひなた魚（イオ）べーションで新たな波に乗り成長する水産業」を基本目標とした「第

六次宮崎県水産業・漁村振興長期計画」に基づき、関係機関団体との連携を図りつつ、多様

な人材の確保、複合漁業による漁業経営の安定化、普及試験による漁場利用の最適化などに

取り組み、漁村地域の振興を図る。 

 

(ア) 人口減少社会に対応した生産環境の創出 

     漁業担い手の確保・育成を図るため、（公社）宮崎県漁村活性化推進機構と連携した漁

船・漁具等の経営基盤の導入支援を行うとともに、漁業近代化資金や沿岸漁業改善資金等

の積極的な活用を推進する。 

   

(イ) 成長をつかむ高収益化と流通改革 

         漁業経営体の収益性向上を図るため、水産資源を合理的に利用する新たな漁法導入や未

利用資源の活用など、漁業者の自主的な研究実践活動への支援を強化する。 

   

(ウ) 水産資源の適切な利用管理と環境保全への対応 

     広域回遊資源の適切な資源の利用管理を推進し国際的な資源管理への適切な対応を行う

ため、資源管理措置の関係者への周知と遵守を促進する。また、沿岸資源の維持・回復を

図るため、漁業者自ら行うヒラメなどの種苗放流を技術的な面から支援する。 

   

(エ) 成長産業化を支える漁村の基盤強化 

     地域のニーズに応じた生産・流通基盤の強化を図るため、地域が策定した浜プランに基

づき、水産業強化支援事業や種子島周辺漁業対策事業等を活用し、基盤強化を推進する。

また、魅力にあふれ稼げる漁村づくりのため、直売所などを核とした消費者への漁村の豊

かな水産物を提供する取組を支援する。 
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     〈放流実績(令和５年度)〉 

 魚 種 放流場所 放流数量 

海面 

 

ヒラメ 

 

都農地先 

川南地先 

15,000 尾 

62,000 尾 

内水面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アユ 

 

 

 

名貫川 

平田川 

小丸川 

一ツ瀬川 

32kg 

14kg 

914kg 

3,648kg 

ウナギ 

 

 

小丸川 

一ツ瀬川 

369kg 

448kg 

ヤマメ 

 

 

名貫川 

小丸川 

一ツ瀬川 

3,600 尾 

34,500 尾 

49,400 尾 

（成魚放流分を含む） 

フナ 平田川 

一ツ瀬川 

3,250 尾 

900 尾 

     ※内水面については、委託放流事業、義務・自主放流事業の合計 
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３ 農畜産課 

 

  管内農業者の所得向上と持続的な安定経営を図るため、関係機関団体等との連携の下、生産基 

盤の充実・強化と、安心して生産活動に従事できる防疫体制等の構築を進める。 

  特に、担い手の減少や国際化の進展、更には原油や資材価格高騰等に対応した競争力のある産

地づくりが急務となっており、産地を牽引する経営体や担い手を中心とした生産体制の強化を図

るとともに、安全・安心な農畜産物の安定供給を基本に、実需者・消費者等との共創によるブラ

ンド力向上、販売力の強化を進める。 

 

 (１) 農産園芸担当 

 

  ア 普通作物の振興 

     各地区の水田収益力強化ビジョンに基づき、効率的かつ安定的な大規模水田経営体の育成

や集落との連携強化を進めるとともに、高収益作物等の導入による輪作営農・機械化体系の

確立により、各種需要に即した水田における作付けのベストミックスを推進する。 

    主食用米においては、「商品価値の高い売れる米づくり」を目指すとともに、新規需要米

では畜産部門との連携によるＷＣＳ用稲や飼料用米の拡大、加工用米では県育成品種｢宮崎

52 号｣を中心とした焼酎原料用加工用米の安定供給体制の確立を目指す。 

    

    〈新規需要米、加工用米の対象面積〉           (単位：ha) 

区分 ＷＣＳ用稲 飼料用米 加工用米 

令和５年度実績  1,804 (104%)   156 (107%)   507.5 (103%) 

        ※( )内は対前年比      

 

    〈大規模水田経営体育成に向けた取組〉 

     １）土地利用型農業産地再編・強化対策事業 

区分 市町村 内  容 

令和５年度実績 

１事業主体 

西都市 

 

水田裏作としての小麦栽培にかかる肥料、農薬費 

 

 

  イ 園芸作物の振興 

    温暖多照な気候や標高差のある耕地条件など、恵まれた自然条件を生かした品目の生産振

興を図るとともに、新技術の導入などにより、消費者・実需者ニーズに対応した産地の確立

を目指す。また、高品質化及び燃油高騰にも対応できる省エネ施設等の整備を進め、基幹品

目の生産・販売力の向上と省力・低コスト化を促進する。 

    野菜については、宮崎方式ＩＣＭや環境制御等スマート農業技術の導入による生産性の高

い産地の確立を図るとともに、施設園芸では、ハウスの高機能化や団地化等の推進、露地園

芸では、加工・業務用野菜等の耕種版インテグレーションの拡大などＳＳＲ運動に基づく産

出額向上の取組を進める。 

    花きについては、マーケットニーズに対応した戦略的品目の普及・推進や、主力品目であ

20



るスイートピーのブランド力の強化及び輸出促進等により、花き農家経営の安定を図る。 

    果樹については、高齢化が進む中山間地域のゆず産地において、将来に向けた担い手確保

や生産力の維持・拡大を図るため、ゆずを柱とした生産から加工・販売まで一体的に行う取

組を推進する。 

 

〈施設、機械類整備の取組〉 

       １）産地生産基盤パワーアップ事業                                    

 

     

     

     

区分 市町村 対象品目 内  容 

令和５年度実績 

２経営体 

(R４から繰越 2 件) 

新富町 

 

ピーマン 

ミニトマト  

 

ＡＰ２号改良型ハウス、加温機、炭酸ガス発生

装置、自動開閉装置、自動潅水装置、循環扇 

他 

       

     ２）加工・業務用野菜日本一産地確立事業                                    

 

     

     

     

区分 市町村 対象品目 内  容 

令和５年度実績 

３事業主体 

(R４から繰越 2 件) 

新富町 

 

ブロッコリ

ー 

ホウレンソ

ウ 

定植機 

 

生産管理システム改良、農作業受委託に係る経

費 

 

 

〈スマート農業技術の普及促進の取組〉 

    １）スマート農業等生産団地創出支援事業  

区分 市町村 内  容 

令和５年度実績 

 

 

 

西都市 

 

1ha 規模の大規模園芸施設調査委託、ハウスの再編設備や大

規模園芸施設設備に向けた協議会の開催 

西米良村 

 

ゆず園内道の整備、定置配管設備、センサー搭載選果機の実

証試験、村構想に基づく出口戦略の策定や推進体制の構築 

 

 

〈省エネ施設等整備の取組〉 

       １）未来へ繋ぐ施設園芸スタイルシフト推進事業 

区分 市町村 内  容 

令和５年度実績 

６３経営体 

西都市、高鍋町、新富

町、木城町、川南町 

自動灌水タイマー、液肥混入機、防虫ネット、天

敵製剤、柱、パイプ、谷部の改修 

 

２）施設園芸ハウス長寿命化緊急支援事業 

区分 市町村 内  容 

令和５年度実績

２経営体 

新富町 柱、パイプ、谷部の改修 
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  ウ 特用作物の振興 

     茶については、地区振興会など生産者と関係機関が一体となり、需要に応じた生産技術の 

   確立や共同管理体制の整備等を進め、茶業経営の安定を図る。 

    原料用かんしょについては、近年発生の拡大が問題となっているサツマイモ基腐病のまん 

延を防止するため、対策連絡会議の開催や啓発チラシの配布等による防除対策の周知徹底を

図るとともに、補助事業を活用したウイルスフリー苗の確保や農薬による防除等を進め、経

営の安定と産地の強化を目指す。 

 

〈全国茶品評会への出品数〉 

区分 煎茶 蒸し製玉緑茶 備考 

令和５年度実績 － ２点  

                                                                                    

〈荒茶の高品質化に向けた茶園更新の取組〉 

    １）持続可能な茶生産をめざす産地再生支援事業 

区分 市町村  対象品目 内  容 

令和５年度実績 

１事業主体 

(７経営体) 

西都市     茶 

 

 

裾刈機アタッチ 

中切機改修 

茶園更新 中切り：2,223ha 

 

〈サツマイモ基腐病まん延防止の取組〉  

   １）かんしょ重要病害虫被害対策事業 

区分 市町村  対象品目 内  容 

令和５年度実績    

令和５年発生分 

3 町(12 経営体) 

西都市、高鍋町、 

新富町 

かんしょ 

 

予防・治療薬剤購入 

  81.6ha 

令和４年発生分 

3 町(29 経営体) 

 

 

高鍋町、新富町、 

木城町 

 

 

かんしょ 

 

 

 

残渣処理 

ウイルスフリー苗及び健全な種いもの

利用 

苗及び苗床の殺菌 

罹病判定のための検査費用 

予防・治療薬剤の購入及び散布 

堆肥の散布 191.39ha 

 

 

  エ 植物防疫対策と環境保全型農業の推進 

    病害虫発生予察情報の活用や地域における組織的防除活動を促進し、効率的な防除や農薬 

   の安全使用及び危被害防止等を推進する。 

    また、たい肥の有効利用による適正施肥や土づくり、農業用廃プラスチックの適正処理を 

   推進することにより、環境に配慮した産地の育成を図る。 

    その他、農産物の品質・安全性及び信頼性の向上を図るため、ＧＡＰや有機農業等の導入 

   を支援し、安全・安心な産地体制の確立を目指す。 
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オ 鳥獣被害防止対策の推進 

    鳥獣被害対策支援センターと連携しながら児湯地域鳥獣被害対策特命チームを中心に、各 

   市町村、集落が行う「被害対策」、「捕獲対策」、「生息環境対策」に対する情報発信や活 

   動支援を行う。 

    また、鳥獣被害防止総合対策交付金等を活用した集落ぐるみの被害防止対策の推進や侵入 

   防護柵等の整備事業及び狩猟による捕獲事業など、総合的かつ効果的な対策の推進を図る。 

 

〈鳥獣被害防止の取組〉 

       １） 鳥獣被害防止総合対策交付金 

区分 市町村 推進事業 整備事業 緊急捕獲事業 シカ特別枠 

令 

和 

５ 

年 

度 

実 

績 

 

西都市 ジビエ利活用 ﾜｲﾔｰﾒｯｼｭ柵 5,050m   1,149 頭 48 頭 

高鍋町   － －     115 頭 － 

新富町   － －       31 頭 － 

西米良村 ジビエ利活用 ﾜｲﾔｰﾒｯｼｭ柵 2,030m    917 頭 － 

木城町     － ﾜｲﾔｰﾒｯｼｭ柵 1,532m     143 頭 － 

川南町   － ﾜｲﾔｰﾒｯｼｭ柵 1,731m     467 頭 60 頭 

都農町     － －     482 頭 65 頭 

管内合計  １協議会 ４協議会    3,304 頭 173 頭 

     ※ 事業主体は各市町村の対策協議会。 

    ※ 西米良村・川南町において、捕獲事業は市町村が実施主体。 

※ 緊急捕獲事業は、イノシシ、シカ、サル、小型獣、幼獣を含む。 

 

   カ 原油価格・物価高騰対策の実施                                                     

  世界的な穀物需要の増加やエネルギー価格の上昇などにより、肥料原料等生産資材の価格

高騰が続き経済的に厳しい環境に置かれている生産者の負担軽減を図るため、肥料・資材価

格高騰対策や燃油価格高騰対策等に取り組んだ。 

                                           

〈原油価格・物価高騰対策の取組〉   

１） 化学肥料低減定着対策事業 

  

  

  

  

  

区分 市町村 内  容 

令和５年度実績 

７事業主体 

(延べ取組面積 

4,006.47ha） 

西都市、高鍋町 

新富町、西米良村 

木城町、川南町 

都農町 

化学肥料の 2 割低減取組に必要な掛かり増し経費の

1/2 を助成 

 

       ２）被覆資材等高騰対策緊急支援事業                                                 

  

  

  

  

  

区分 市町村 内  容 

令和５年度実績 

3 事業主体 

(1881 経営体) 

 

西都市、高鍋町 

新富町、西米良村 

木城町、川南町 

都農町 

ハウスビニールやマルチ、サイレージ用ラップの購

入に対し、上昇価格の 1/2 相当額を助成 
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     ３）肥料高騰対策緊急支援事業                                                 

  

  

  

  

  

区分 市町村 内  容 

令和５年度実績 

3 事業主体 

(1604 経営体) 

 

西都市、高鍋町 

新富町、西米良村 

木城町、川南町 

都農町 

化学肥料低減の取組を行った上で、前年度から増加

した肥料費７割を助成 

 

 

 

    ４）堆肥等利活用促進緊急体制整備事業          

  

  

  

区分 市町村 内  容 

令和５年度実績

５経営体 

西都市、新富町 堆肥散布機、堆肥調整施設の整備 
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 (２) 畜産担当 

 

  ア 肉用牛対策 

    みやざき畜産共創プランや西都・児湯地域「人・牛プラン」に基づき、持続可能な畜産を 

   実現するため、畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業や畜産公共事業等を活用した肉用 

   牛生産基盤の強化やスマート農業技術の導入促進に取り組む。また、後継者や新規就農者な 

   どの担い手を育成・確保するための就農支援体制の構築や必要となる施設の整備検討に取り 

      組み、繁殖雌牛頭数の維持･増頭を進める。 

     

〈施設、機械類整備の取組〉 

１）畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（畜産クラスター事業 令和５年度） 

区分 市町村 件数 内  容 

令和５年度実績 － ０  － 

令和６年度計画 新富町 １ 繁殖牛舎 他 

 

       ２）草地畜産基盤整備事業（畜産公共事業 令和５年度） 

区分 市町村 件数 内  容 

令和５年度実績 新富町 １  － 

令和６年度計画 新富町 ２ 肥育牛舎、堆肥舎、草地整備等 

 

３）牛・人・草が紡ぐひなたの畜産魅力アップ事業（令和５年度） 

区分 市町村 件数 内  容 

令和５年度実績 西都市 ２  繁殖牛舎、分娩監視装置 等 

 

 

  イ 酪農対策 

みやざき畜産共創プランに基づき、公共育成牧場等を活用した飼養管理の分業化やコント

ラクタ－組織の育成・強化、酪農ヘルパ－制度の活用等を推進し、酪農経営の省力化・効率

化を進めるとともに、搾乳牛の維持・増頭を図る。 

    また、牛群検定の推進及び受精卵移植技術を活用した乳用牛の改良を推進するとともに、 

   強健で経済性の高い乳用牛の育成や、和牛受精卵を活用した経営安定化に取り組む。 

 

〈公共牧場への乳用牛育成預託の取組〉  

       １）持続可能な魅力ある宮崎酪農支援事業 

区分 市町村 戸数 実頭数 

令和５年度実績 西都市、木城町、川南町 ９  １５２頭 

令和６年度計画 西都市、木城町、川南町 １０ １７９頭 
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  ウ 養豚対策 

    養豚産業が持続的に成長していくために、「畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業」

等を活用して、マルチサイト方式の施設整備を推進し、効率的で生産性の高い養豚経営体を

育成するとともに、特定疾病（豚繁殖・呼吸障害症候群（ＰＲＲＳ）、オ－エスキ－病（Ａ

Ｄ））のない地域づくりを推進する。 

    また、ブランド豚肉の生産・販売体制の強化や、未利用資源や飼料用米の活用を推進し、

販売力の強化と生産コストの低減を図る。 

 

〈施設、機械類整備の取組〉 

       １）畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（畜産クラスター事業） 

区分 市町村 件数 内  容 

 令和５年度実績  －   ０   － 

令和６年度計画 木城町   １  肥育豚舎 堆肥舎 他 

 

 

  エ 養鶏対策 

     衛生的かつ効率的な鶏肉・卵の生産体制を確立するため「畜産・酪農収益力強化整備等特 

   別対策事業」等を活用して生産基盤の強化を図る。 

    また、高病原性鳥インフルエンザの防疫対策として、農場における人や野生動物を介した

ウイルスの侵入対策を継続して強化する。 

 

〈施設、機械類整備の取組〉  

       １）畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（畜産クラスター事業） 

区分 市町村 件数 内  容 

令和５年度実績 西都市 １ 肉用鶏舎 管理棟 他 

川南町 １ 採卵鶏舎 育雛舎 堆肥化処理施設 管理棟  他 

令和６年度計画 

 

 

西都市 ２ 肉用鶏舎 管理棟 他 

川南町 ２ 肉用鶏舎 鶏卵舎 他 

都農町 １ 肉用鶏舎 管理棟 他 

 

 

  オ 養蜂振興対策 

    「養蜂振興法」に基づき、みつばち群の適正配置を図るための分布調整等を行う。 

 

 

  カ 自給飼料対策 

    飼料価格が高騰する中、輸入飼料に依存しない足腰の強い畜産経営体の育成や、自給飼料

の生産・利用体系の高度化を図るため、みやざき畜産共創プランに基づき、飼料作物の作付

面積拡大や単収の向上を進めるとともに、ＴＭＲセンターの整備の検討や、飼料生産の組織

化・外部化、飼料用米の利用拡大、未利用資源の有効活用を推進する。 
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      また、流通飼料については、飼料添加物の使用基準の遵守や飼料安全性の確保及び品質の 

   改善に関する制度の普及・徹底を図る。 

 

〈飼料用米や稲わらの活用拡大に向けた取組〉 

       １） 地域連携による資源利用拡大推進事業（令和５年度） 

区分 市町村 件数 内  容 備 考 

令和５年度実績   

              

  西都市   １  保管庫               

  川南町     １    粉砕機   

 

 

  キ 畜産経営環境保全対策 

    「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」に基づき、家畜排せつ物の 

   適正処理について、畜産農家への啓発、指導等を行い、良質堆肥の生産、流通を支援する。 

        また、みどりの食料システム戦略の実現に向け、バイオガスプラントの導入やバイオ液肥

の散布実証など畜産バイオマスの新たな活用について検討を進める。 

  

〈バイオマス利活用に向けた取組〉 

       １）未来につなぐ畜産バイオマス利活用支援事業 

区分 市町村 件数 内  容 

 令和５年度実績    新富町   １  消化液の施肥効果実証             

令和６年度計画   新富町   １  最適なバイオマス原料の効果検証 

 

                                               

  ク 家畜防疫対策 

        令和５年度、県内における高病原性鳥インフルエンザ、豚熱の発生は見られなかったが、

全国では続発しており、近隣諸国でも口蹄疫やアフリカ豚熱の感染が継続、家畜伝染病の侵

入リスクは非常に高い状況にある。防疫の基本である農場防疫の徹底をはじめ、水際防疫、

地域防疫、迅速な防疫措置についても、一層の取組強化を図る。 

 

〈家畜防疫に係る主な取組状況〉 

期  日 内    容 
令和 5年 4月 27 日  西都・児湯地域家畜防疫作業従事者研修会 
         6 月  ホテルやゴルフ場等の水際防疫巡回 

8 月 養鶏農場埋却地調査（計 4回 17 カ所） 
9 月 5 日 管内消毒ポイント巡回 

10 月  養豚、養鶏農場埋却地調査（4カ所） 
        11 月 20 日  養鶏農場埋却調査（9カ所） 
        10 月 27 日  児湯地域家畜防疫演習 
        10 月 31 日  高鍋町・新富町・木城町合同防疫研修会（畜産職員講師派遣） 
令和 6年 1 月 18 日 養豚、養鶏農場埋却地調査（4カ所） 
         1～2月  豚熱経口ワクチン散布に係る事前巡回調査 
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〈農場防疫強化の取組〉 

       １）みやざきの家畜防疫強靱化事業 

区分 市町村 件数 内  容 

令和５年度実績 

 

 

 

西都市 ３ 防鳥ネット 動力噴霧機 

木城町 １ 野生動物侵入防止柵 

川南町 ２ 簡易消毒ゲート 動力噴霧機 

都農町 ２ 動力噴霧機 

令和６年度計画 

 

 

 

西都市 ２  死体保管用冷凍冷蔵設備 

高鍋町 ２ 死体保管用冷凍冷蔵設備 ほか 

木城町 ２  動力噴霧機 

川南町 １ 車両消毒ゲート  

都農町 １ 死体保管用冷凍冷蔵設備 

 

 

  ケ 畜産金融対策 

    担い手の育成を図るため、「農業近代化資金」等の制度資金の活用を推進するとともに、 

   負債農家の経営改善のため、「畜産特別資金」等の低利・長期資金への借換を図る。 

 

〈畜産関係制度資金の利用状況〉 

区分 市町村 件数 資 金 名 

令和５年度実績   新富町   -          - 

 令和６年度計画   新富町   １  畜産特別資金（大家畜特別支援資金） 
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４ 農村計画課 

 

  農業・農村は、高齢化や担い手の減少、国際化の進展や環境問題など大きな課題をかかえてい 

 る。このような状況の中、担い手への農地の利用集積や生産性の向上を図るため、水田のほ場整 

 備や多様な畑作営農が可能となる畑地帯の総合整備などを推進し、特に担い手支援・育成を目標 

とした生産基盤整備の事業計画策定に向けて、関係機関との十分な協議調整を進めている。 

  また、管内の生産基盤等の整備状況は、下表のとおりである。 

  一方、農業・農村が有する国土保全、水源涵養、景観形成等の多面的な機能を広く地域住民へ 

 啓発しながら、集落コミュニティの共同管理等により、農地や水路等の地域資源が維持され将来 

 にわたって多面的機能が発揮されるとともに、担い手への維持管理の負担を軽減し、農地集積が 

図られるよう、地域活動を支援する。 

  なお、土地改良事業に伴う法手続、用地取得・補償事務及び工事完了後の土地改良財産の管理 

 ・譲与並びに土地改良事業の実施主体である土地改良区の育成強化を図るため、指導・検査や統 

合推進に努める。 

 

 〈生産基盤の整備状況〉                                               （単位:ha、％） 

 

区   分 

児 湯 管 内  

県全体 西都市 高鍋町 新富町 西米良村 木城町 川南町 都農町 管内計 

 
水 

田 

 
区画整理 

 
(20a 以上) 

対象面積  2,640    544  1,080    35    395  1,150    518  6,362  33,900 

整備面積  1,388    110    717    10    213    515    437  3,390  15,403 

整 備 率   52.6   20.2   66.4  28.6   53.9   44.8   84.4   53.3    45.4 

 
畑 

 

畑  地 
 
かんがい 
施設整備 

対象面積  1,230    900  1,040    50    284  1,990   877  6,371  29,800 

整備面積    780    637    510     0    242  1,119     30  3,318  11,071 

整 備 率   63.4   70.8   49.0   0.0   85.2   56.2    3.4   52.1    37.2 

  ※ 令和５年度末の実績見込み（本庁農村計画課・農村整備課調査) 

  ※ 対象面積は、市町村毎の水田・畑の全体面積である。 

 

 (１) 国営・計画担当 

  ア 農業農村整備事業の推進 

     (ア) 実施計画の策定 

     市町村が策定する農業農村整備事業管理計画の作成を支援し、関係機関と連携して新規 

    採択希望地区の計画的な事業の推進を図る。 

       a 県営農業農村整備実施計画策定事業 

      

 

 

区 分 事 業 内 容          

Ｒ５年度実績  － 

Ｒ６年度予定  － 

 

       b  県営農業用水路等長寿命化防災減災事業 

      

 

 

区 分 事 業 内 容          

Ｒ５年度実績  － 

Ｒ６年度予定  － 
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       c  団体営農村地域防災減災調査計画事業 

      

 

 

区 分 事 業 内 容          

Ｒ５年度実績 劣化状況調査 2 地区 

Ｒ６年度予定  地震・豪雨耐性評価 2 地区 

 

      d  団体営農村整備事業 

      

 

 

区 分 事 業 内 容          

Ｒ５年度実績  － 

Ｒ６年度予定  － 

 

      e  県単農業農村整備計画策定事業 

      

 

 

 

区 分 事 業 内 容          

Ｒ５年度実績 航空写真測量図化（経営体育成基盤整備） 2 地区 

 実施計画策定（用排水施設整備） 1 地区 

Ｒ６年度予定 排水解析（内水氾濫解析） 2 地区 

 

   (イ) 整備事業等の実施 

     地域の実情に応じたきめ細かな農地・農業水利施設等の整備・補修等を実施し、長寿命 

    化や水管理の省力化等を図ることにより、生産効率の向上や農業競争力を強化させ、担い 

    手への農地集積・集約化を推進する。 

      a  団体営農地耕作条件改善事業 

      

 

 

区 分 事 業 内 容          

Ｒ５年度実績  農作業道 1 地区 

Ｒ６年度予定  農作業道 2 地区 

 

      b  団体営農業水路等長寿命化・防災減災事業 

      

 

 

 

 

区 分 事 業 内 容          

Ｒ５年度実績 

 

 長寿命化対策 5 地区，地域農業水利ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業 2 地区， 

 防災減災対策 2 地区 

Ｒ６年度予定 

 

 長寿命化対策 4 地区，地域農業水利ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業 3 地区， 

 防災減災対策 4 地区 

 

c  団体営農業集落排水事業 

 

d  団体営ため池等整備事業 

      

 

 

区 分 事 業 内 容          

Ｒ５年度実績  － 

Ｒ６年度予定  集落排水施設改修 1 地区 

      

 

 

区 分 事 業 内 容          

Ｒ５年度実績  － 

Ｒ６年度予定  災害危険工事 1 地区 
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   (ウ)基幹的な施設の維持管理軽減 

     公共・公益的な機能性の高い基幹水利施設について、整備補修や予防保全等を実施し、 

    施設の長寿命化と維持管理負担軽減を図るための支援を行う。 

        a  団体営基幹水利施設管理事業 

                一ツ瀬川地区、尾鈴地区 

    b  団体営水利施設管理強化事業 

       一ツ瀬川地区、高鍋川南地区、尾鈴地区 

 

     (エ) 小規模整備事業の実施 

     県営事業及び団体営事業などの国庫補助事業の対象とならない小規模団地の農地及び農 

     業用施設等の整備を図る。 

       a  県単独土地改良事業 

      

 

 

区 分 事 業 内 容          

Ｒ５年度実績  － 

Ｒ６年度予定  用水ゲート更新 1 地区、排水路改修 1地区 

 

      b  県単魅力あるふるさと環境づくり事業 

      

 

 

区 分 事 業 内 容      

Ｒ５年度実績  国土の維持・保全 5 地区 

Ｒ６年度予定  国土の維持・保全 5 地区 

 

c  県単農地集約化促進基盤整備事業 

      

 

 

区 分 事 業 内 容      

Ｒ５年度実績  － 

Ｒ６年度予定  畦畔除去 1 地区 

 

     (オ) 地域活動等の維持管理軽減 

     農地・水路等の資源の良好な保全及び農業・農村のもつ多面的機能の維持・発揮のため 

    の農業者あるいは地域ぐるみでの活動の支援を行い、規模拡大に取り組む担い手への維持 

    管理の負担の軽減を図る。 

        多面的機能支払交付金 

            ＜活動組織数及び協定農用地面積（農地維持）＞ 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 

Ｒ５年度実績 Ｒ６年度予定 

     組 織 数   面積（ha）      組 織 数    面積（ha） 

西都市      １６   １，９６７      １５    １，９６８ 

高鍋町        １      ４２９        １        ４２６ 

新富町       ７     ６２９       ７      ６２９ 

木城町        ９   １，７１１        ９    １，８３１ 

川南町      １２       ６２８      １１        ９３４ 

都農町        ２       １７８        ２        １７８ 

計      ４７   ５，５４２      ４５    ５，９６６ 
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※管内組織での広域協定は８組織（令和５年度末時点）。 
  ①一ツ瀬川(西都市､高鍋町､新富町､木城町←組織数は木城町にて計上）、②三財川筋(西都市)、  

③三納川筋(西都市)、④西都(西都市)、⑤三財原(西都市)、⑥高鍋(高鍋町)、⑦新富(新富町)、

⑧川南（川南町） 
※市町にまたがる組織の柳瀬ドリーム(西都市､新富町)の組織数は新富町にて計上。 
※R6 年度予定は、R6.6 時点。 

 

 

  イ 国営かんがい排水事業の総合推進 

  （ア）尾鈴地区土地改良事業 

     県下有数の畑作地帯である尾鈴地区において、水を活用した生産性の高い畑作農業を  

    展開するため、関係機関との連携を図りながら、平成 26 年度に終了した国営かんがい排 

    水事業に係る末端関連事業を計画的に推進する。 

 

    ａ  地区の概要 

  高鍋町、川南町、都農町の３町にまたがる畑地 1,580ha を対象に、国営事業により整備 

した切原ダムや青鹿ダム並びに幹支線水路（パイプライン）等の施設を利用し、県営等の 

関連事業により末端の支線水路や給水栓等の畑かん施設を整備する。 

  当地区は県内でも有数の畜産地帯であり、口蹄疫の発生前は受益地の３割以上で飼料作 

物が作付けされていたが、今後、畜産と耕種のバランスの取れた産地構造への転換を図る 

ため、加工・業務用露地野菜等をはじめ畑かんを活用した畑作営農の展開を積極的に推進 

・支援していく。 

 

     ｂ  国営事業の概要 

事 業 名 国営尾鈴農業水利事業 

事 業 期 間 平成８年度～平成 26 年度 

受 益 面 積 1,580ha （ 畑 1,580ha） 

事  業  費 26,622 百万円（進捗 100%） 

主要構造物 

 

 

 

切原ダム（新設）有効貯水量 190 万㎥ 重力式ｺﾝｸﾘ-ﾄﾀﾞﾑ（H＝61.3ｍ、L=227ｍ）

青鹿ダム（既設一部改修）  〃  80 万㎥ アースダム（H=31.3ｍ、L=123.4ｍ） 

宮ヶ原頭首工１ケ所、ファームポンド（ＰＣタンク）４ケ所 

幹支線水路（パイプライン）36.3km 

 

    ｃ  県営事業の概要 

事 業 名 県営畑地帯総合整備事業等 

事 業 期 間 平成 13 年度～ 

受 益 面 積 

 

完 了 ６地区 983ha 6,158 百万円 

実施中 ６地区 580ha 4,538 百万円（採択面積ベース 100％） 

事  業  費 10,696 百万円  

主要構造物 

 

農業用水路（パイプライン）、農道 等      
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 （イ）一ツ瀬川地区土地改良事業（国営完了地区） 

    a   地区の概要 

      西都市、高鍋町、新富町、木城町の１市３町にまたがる畑地と水田 2,067ha を対象に、 

    一ツ瀬川及び瀬江川から国営事業で造成された東原調整池に取水した用水を地区内へ配水 

    し、農業用水の安定的供給を図っている。 

         末端関連事業は、県営農村基盤総合整備パイロット事業及び県営経営体育成基盤整備事 

     業により、かんがい施設の整備、農道整備、ほ場整備等の生産基盤の整備と、営農飲雑用 

     水や集落道などの農村環境の整備を実施している。 

当地区では基盤整備に伴い、農業所得が県平均の約２倍となり、担い手農家への農地集

積も他地区に比べ進むなど、事業効果が認められている。 

       また、国営事業の完了から 30年以上が経過し、経年劣化による漏水事故等が発生してい 

     るため、令和 5年度から国営施設更新事業に着手した。 

 

    b   国営事業の概要 

事 業 名 国営一ツ瀬川農業水利事業 

事 業 期 間 昭和 47 年度～昭和 60 年度 

受 益 面 積 2,067ha（水田 688ha、 畑 1,115ha） 

事  業  費 16,539 百万円 

主要構造物 

 

東原調整池 有効貯水量 91 万㎥（均一型フィルダム H=21ｍ、L=302.9ｍ） 

瀬江川頭首工、平原揚水機場、幹線用水路等 44.3km 

 

    ｃ  県営事業の概要 

事 業 名 

 

県営農村基盤総合整備パイロット事業 尾鈴地区、尾鈴二期地区 

県営経営体育成基盤整備事業 大和地区、新田西地区 

事 業 期 間 （総パ）昭和 48年度～平成７年度、（経営体）平成 29 年度～ 

受 益 面 積 

 

完 了 ２地区（総パ）1,992ha 29,553 百万円 

実施中 ２地区（経営体） 156ha 10,180 百万円（採択面積ベース 100％） 

事  業  費 39,733 百万円 

主要構造物 農業用用排水、農道、ほ場整備、農地保全、集落道路、営農飲雑用水 等 

 

（ウ）国営かんがい排水事業の末端関連事業に係る調査・計画及び関係機関との協議調整 

    ａ  関係機関との事前調整 

       関連事業の計画的な着手に向けて、関係市町と連携して、事業に向けた各種協議、調 

   整を行う。 

 

   ｂ  地元調整活動の支援 

     事業計画策定に先立ち、受益者（農業生産法人や集落営農組織を含む）や市町、農業 

   団体と連携して、土地利用調整や導入作物等の検討を行う。 

   (a) 担い手の確保、育成 

   (b) 農業生産法人の土地利用調整を含めた担い手への農地の面的集積の検討 

    (c) 畑かんを利用した導入作物の検討 
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    ｃ  事業計画策定 

       地元調整活動での検討結果をもとに、受益者や関係市町と連携し、具体的な事業計画 

   を策定する。 

   (a) 工事内容（用排水路、農道、区画整理等） 

     (b) 土地利用計画（担い手への利用集積等） 

     (c) 営農計画（作物や作型等） 

 

  ウ 土地利用対策の総合推進 

      土地の有効利用を図り、農村計画や土地改良計画等の基礎となる地籍調査について、第７ 

   次１０ケ年計画（令和２年度～令和１１年度）に基づき実施されている。 

 

       地籍調査事業 

         管内で実施している２市町（西都市、高鍋町）における作業工程のうち、一部の工程検

査を実施している。 

 

 

 (２) 管理担当 

  ア 土地改良法手続き 

        土地改良法に基づき、農業者等の申請により県が事業主体となって行う土地改良事業を 

      施行するための適否決定、計画決定等、必要な法手続を行う。 

 

     〈法手続き実績〉  

  年 度 手 続 事業数 事    業    名 

令和５年度 

実  績 

 

 

 

 

 

新規 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

【計画確定済】 

 農村地域防災減災事業 永谷地区（西都市） 

【手続中】 

 農村地域防災減災事業 坂の上地区（都農町） 

 

変更 

 

１ 

 

【計画確定済】 

 畑地帯総合整備事業 通山・坂の上地区（川南町） 

 

    イ 土地改良事業に伴う用地取得、補償 

        土地改良事業施設の設置に伴う用地の取得や立木等の補償に関する業務を行う。 

 

     〈用地取得、補償の実績(令和５年度)〉 

事  業  名 

 

用地買収・補償 

件 金額(円) 

 畑 地 帯 総 合 整 備 事 業 １４ 948,452 

 経営体育成基盤整備事業 ９ 1,921,156 

基幹水利施設ストックマネジ 

メント事業 

２ 4,471,336 

計 ２５ 7,340,944 
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     ウ 土地改良財産の譲与 

      県営土地改良事業により完成した県有土地改良財産の管理が適切になされる場合に、土  

       地改良区等に対して財産の譲与を行う。 

 

     〈譲与の実績〉  

   年 度 事  業  名 地 区 名 譲  与  先 

令和５年度 

実 績 

畑地帯総合整備事業 

 

尾鈴北第３地区 

 

尾鈴土地改良区 

 

 

   エ 管内土地改良区等 

        管内には、１２土地改良区と２土地改良区連合があり、土地改良事業の実施や土地改良 

    施設、農業用水の管理等に加え、農地の利用集積において重要な役割を果たしている。 

 

   〈市町村別土地改良区数〉  （ ）は連合で外数  （令和６年３月 31 日現在） 

市 町 村 名 土地改良区数 組合員数（人） 受益面積（ｈa） 

 
 西 都 市 

 
        ５ 

 
      5,185 

 
        4,091 

 
 高 鍋 町 

 
       １ 

 
      1,471 

 
           779 

 
 新 富 町 

    （１） 
     ２ 

     (1,497) 
       775 

          (977) 
           640 

 
 木 城 町 

 
        １ 

 
         126 

 
             81 

 
 川 南 町 

      （１） 
        ２ 

     (1,227) 
      1,955 

       (1,577) 
         2,018 

 
 都 農 町 

 
        １ 

 
         170 

 
             90 

 
     計 

      （２） 
       １２ 

     (2,724) 
      9,682 

       (2,554) 
         7,699 

 

     オ  管内土地改良区に対する指導・検査 

         土地改良法に基づいて行う認可等の処分又は定款、規約、管理規程、土地改良事業計画 

    等を遵守させ、土地改良区の行う事業の円滑な実施に資することを目的に、指導・検査を 

    行う。 

 

   〈土地改良区に対する指導検査の実績〉 

５ 年 度 実 績 ６年度予定 

  担 当 機 関   改良区数  土 地 改 良 区 名 改良区数 

（本 庁）農村整備課     ３  杉安堰、小丸川、川南原       ３ 

（出 先）振  興  局     １  都南      ２ 
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   カ 土地改良区の統合推進 

        土地改良事業の実施や土地改良施設、農業用水の管理等、多様な役割が求められる土地  

       改良区が運営の効率化と財務基盤の強化を図るため、統合に向けた取り組みを推進する。 

 

   〈土地改良区の統合（合併）推進の状況〉 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開 催 日 検 討 会 等 内    容 

令和 6年 1月 22日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児湯地区土地改良区 

統合整備推進協議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 協議事項 

（１）土地改良区統合整備について 

  ① 西都市４土地改良区に係る統合整

備の活動報告について 

② 統合整備について 

③ 合併のメリットについて 

④ ＳＷＯＴ分析について（意見交換） 

２ その他 

 （１）女性理事の登用について 

 （２）その他 
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５ 農村整備課 

  児湯地域の儲かる農業を実現するために、農業生産に必要な水田の基盤整備や畑地かんがい施 

設の整備、地震・集中豪雨等による災害を防止する防災・減災対策を積極的に推進する。 

  

（１）農村整備担当  

   ア  水田の基盤整備の推進 

     水田の基盤整備を行い、担い手への農地集積・集約化を加速化するとともに、水田の汎用 

      化による高収益作物の導入を促進し農業経営の安定化を図る。 

  

    イ  畑地の基盤整備の推進 

     畑地帯における幹線水路から給水栓までのパイプライン等の畑地かんがい施設の整備を行 

    い、担い手の育成・強化を図るとともに、計画的な水利用による畑作物の生産の振興及び畑 

      作経営の改善・安定を図る。 

  農道の整備を行い、農業生産物等の流通の合理化及び農村環境の改善を図る。 

 

（２）農地防災担当  

   ア  防災・減災施設整備の推進 

   地震・集中豪雨等による災害を防止し、農村地域の防災力の向上を図るための総合的な防 

  災・減災対策を実施する。 

   令和２年度に「防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に関する特別措置法」が制  

定され、これに基づく、防災重点農業用ため池のハード対策・ソフト対策を集中的かつ計画 

的に推進する。 

  

    イ 耕地災害復旧事業 

       台風、集中豪雨等による農地や農業用施設の被災状況の把握と早期復旧に努める。 

 
  〈農村整備課所管事業〉 

 

 

区   分
 

 

 

 

 

地区数
 

 

 

 

全   体
 

事 業 費
 

 

(千円) 

 

令和５年度まで 

 

令和６年度
 

事  業  費
 

 

(千円) 

 

 

備   考
 

 

 

 

事 業 費 

(千円) 

 

進捗率 

(％) 

 

県 営 事 業 

   

  21 

 

23,206,000 

(685,650) 

7,066,478 

 

30.5 

 

726,500 

事業別・地区別計画の

概要は表２のとおり。 

   ※ ５年度まで欄の( )は５年度予算のうち、繰越分（R5 補正予算含む）を内数で示す。 
   ※ ６年度事業費は当初割当額。 
  ※ 事業費に促進費及び工事雑費は含まない。 
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  〈事業別・地区別計画の概要（県営事業)） 

 

事 業 名 

地

区

数 

地 区 名
 

（市町村名）
 

全  体 

事 業 費 

(千円) 

令和５年度まで 令和６年度 

事  業  費 

(千円) 

助 成 等
 

負担区分
 事 業 費 

(千円) 
進捗率 

(％) 

県営経営体育成

基盤整備事業 
 
 
 
 
 
 

 
4 
 
 
 

  
 

 

大和 
（新富町） 

 
1,318,000 

(50,800) 
1,194,296 

 
90.6 

 
50,000 

国 50%県 30% 
地元 20% 

栳瀬１期 
（高鍋町） 

 
900,000 

(23,860) 
64,010 

 
7.1 

 
20,000 

国55%県27.5%

地元 17.5% 
栳瀬２期 

（高鍋町・木城町） 
 

830,000 
(23,540) 
28,000 

 
3.4 

 
15,000 

国55%県27.5%

地元 17.5% 
新田西 

（新富町） 
 

9,928,000 
(93,560) 
136,000 

 
1.4 

 
30,000 

国 50%県 27.5～30% 
地元 20～22.5% 

 
計 

 
12,976,000 

(191,760) 
1,422,306 

 
11.0 

 
115,000 

 

県営畑地帯 
総合整備事業 
（担手支援型） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
6 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

染ケ岡・鬼ケ久保３期 
（高鍋町・川南町） 

 
934,000 

(12,560) 
887,201 

 
95.0 

 
10,000 

国  50.0% 
県  31.7% 
地元 18.3% 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

通山・坂の上 
（川南町） 

 
1,348,000 

(2,000) 
1,106,855 

 
82.1 

 
40,000 

大内原 
（川南町） 

 
918,000 

(1,200) 
878,577 

 
95.7 

 
5,000 

西光原・国光原１期 
（川南町） 

 
1,067,000 

(94,770) 
709,568 

 
66.5 

 
110,000 

西光原・国光原２期 
（川南町） 

 
593,000 

 
557,084 

 
93.9 

 
30,000 

十文字 
（川南町） 

 
810,000 

(130,000) 
397,642 

 
49.1 

 
40,000 

 
計 

 
5,670,000 

(240,530) 
4,536,927 

 
80.0 

 
235,000 

 

県営基幹農道
整備事業 

 
1 

平下 
（川南町・都農町） 

 
468,000 

(40,600) 
72,500 

 
15.5 

   
50,000 

国 50%県 40% 
地元 10％ 

県営ため池等
整備事業 
 
  
 
 
 

 
4 
 
 
 
 

      永谷本 
    （西都市）   

 
322,000 

(44,940) 
73,000 

 
22.7 

   
50,000 

国 55%県 35% 
地元 10% 

坂の上 
（都農町） 

 
119,000 

 
0 

 
0.0 

 
10,000 

国 55%県 35% 
地元 10% 

鹿野田 
（西都市） 

 
120,600 

(39,120) 
71,000 

 
58.9 

 
10,000 

国 55%県 40% 
地元 5% 

永谷 
（西都市） 

 
285,400 

(20,000) 
20,000 

 
7.0 

 
5,000 

国 55%県 40% 
地元 5% 

          
        計       

 
   847,000 

(104,060) 
164,000 

 
19.4 

 
75,000 

 

県営防災ダム
整備事業 

 
1 

高平 
（高鍋町） 

 
591,400 

 
574,044 

  
97.1 

    
17,000 

国 55%県 39% 
地元 6％ 

県営湛水防除
事業   

 
1 

大渕 
（新富町） 

 
1,286,800 

(25,700) 
103,515 

 
8.0 

 
110,000 

国50%県36.5% 
地元 13.5％ 

県営農地保全
整備事業 

 
1 

平下 
（川南町） 

 
979,100 

(32,000) 
81,900 

  
8.4 

    
5,000 

国 50%県 29% 
地元 21％ 

県営長寿命化・

防 災 減 災 事 業   

  
 
 

  
3 
  
 
 

三財原１期 
（西都市） 

 
134,930 

(51,000) 
104,930 

 
77.8 

 
30,000 

国 55%県 25% 
地元 20％ 

三財原２期 
（西都市） 

 
152,770 

 
0 
 

0.0 
 

16,000 
国 55%県 25% 
地元 20％ 

霧島１期 
（西都市） 

 
100,000 

 
6,356 

 
6.4 

 
73,500 

国 55%県 25% 
地元 20％ 

 
計 

 
387,700 

(51,000) 
111,286 

 
28.7 

 
119,500 

 

  
21 

 
合 計 

 
23,206,000 

(685,650) 
7,066,478 

 
30.5 

 
726,500 

 

    ※ ５年度まで欄の( )は５年度予算のうち、繰越分（R5 補正予算含む）を内数で示す。 
    ※ ６年度事業費は当初割当額。 
   ※ 事業費に促進費及び工事雑費は含まない。 
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６ 林 務 課 

 

第八次宮崎県森林・林業長期計画及び一ツ瀬川地域森林計画に基づき、森林の主要な資源であ

る木材の利用と森林の公益的機能の発揮を両立させる持続的な森林経営の確立を通じ、低炭素社

会づくりをリードする循環型の力強い林業・木材産業の確立と山村を再生することを念頭に、諸

施策を積極的に実施する。 

 

 (１) 多面的機能を持続的に発揮する豊かな森林づくり 

 

  ア 適切な森林管理の推進 

   市町村森林整備計画の策定や森林経営計画の作成について助言を行うとともに、これらに

沿った計画的な施業による適正な森林管理や高齢級間伐等による長伐期施業を進め、健全で 

豊かな森林づくりを推進するとともに、森林情報の的確な把握と森林経営管理制度について 

の指導・助言による森林管理の取組に努める。 

  

  イ 資源循環型の森林づくりの推進 

   森林の有する多面的機能を将来にわたり健全に発揮させていくため、国の制度事業等によ

る再生可能な資源としての森林づくりをはじめ、自然条件や森林の機能に応じた整備・保全 

を推進するとともに、人が自然とふれあい、多様な動植物が生息・生育できる森林づくりを 

進める。また、森林所有者の再造林意欲が減退していることにより再造林率が目標を下回っ 

ていることから、各種施策を活用し再造林推進に積極的に取り組む。 

 

   〈森林整備の実績(令和５年度)〉                           （単位：ha、ｍ） 

 

 

市町村 

 

 

 

         造 林 実 績 (ha)          保 育 実 績 (ha) 付帯施設 

 

      育成単層林       

 

育成複層林 

 

育 成 

単層林 

下刈 

 

 

育 成 

複層林 

下刈 

 

 

非公共 

含む 

除間伐 

 

 

 

 防護柵 

   

（ｍ） 

 

再造林 

 

 

拡大 

造林 

 

被害 

跡地 

 

改良 

 

 

抜き 

切り 

 

樹下 

植栽 

西 都 市 49.17   -   -   -   -   - 254.00     - 13.00   24,633 

高 鍋 町 1.74 0.28   -   -   -   - 17.31     -    0.21  - 

新 富 町 0.20   -    -   -   -   - 7.46     - -   - 

西米良村 42.79   -   -   -   -   - 109.60     - 55.57   22,174 

木 城 町 8.70   -   -   -   -   - 25.26     -    -    5,248 

川 南 町 20.23   -   -   -   -   - 93.37     -   3.48 9,719 

都 農 町 10.82   -   -   -   -   - 62.88     -  -    7,392 

    計 133.65 0.28 -   -   -   - 569.88     - 72.26 69,166 

     ※ 四捨五入の関係で計は一致しない場合がある。                         

 

  ウ 安全・安心な森林づくりの推進 

森林の有する公益的機能の維持や森林の適正な利用を確保するため、保安林制度や林地開

発許可制度の適正な運用に努めるとともに、甚大な松くい虫被害を受けた海岸保安林の計画

的な復旧などを行う保安林整備事業の実施と森林の適正な管理に加え、林野火災対策や森林

病虫害対策、森林ボランティア活動などを通じて安全・安心な森林づくりを推進する。 
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    〈保安林保育事業実績及び計画〉          

市町村 
令和５年度実績 令和６年度計画 

  事 業 内 容  事業費(千円）   事 業 内 容 事業費(千円） 

高鍋町 下刈          1.03 ha      1,020 下刈          0.97 ha       848 

新富町 下刈          5.14 ha 

防風垣     88 m 

     9,872 

 

下刈          8.32 ha     7,299 

 

木城町 下刈     4.01 ha      2,624 下刈     4.01 ha     1,298 

 

 

    〈保安林改良事業実績及び計画〉          

市町村 
令和５年度実績 令和６年度計画 

  事 業 内 容  事業費(千円） 事 業 内 容 事業費(千円） 

高鍋町      －   － 枯損木伐倒  5,000 本 

防風垣    360 m 

    26,809 

新富町 改植     2.87 ha   33,450 改植     0.66 ha 6,308 

 

 

   〈森林病害虫等防除事業（松くい虫）実績及び計画〉 

市町村 
令和５年度実績 令和６年度計画 

   事 業 内 容 事業費(千円）    事 業 内 容 事業費(千円） 

高鍋町 薬剤地上散布  11.10 ha     1,345  薬剤地上散布  11.10 ha      1,416 

新富町 

 

薬剤地上散布  26.20 ha 

 

    3,115 

 

薬剤地上散布  29.60 ha 

 

     3,756 

川南町 薬剤地上散布  0.18 ha      20 薬剤地上散布   0.18 ha         22 

 

 

    〈松林被害防除事業実績及び計画〉   

市町村 
令和５年度実績 令和６年度計画 

  事 業 内 容  事業費(千円）   事 業 内 容 事業費(千円） 

高鍋町 薬剤地上散布  8.91 ha     1,024      ―   － 
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 (２) 持続可能な林業・木材産業づくり 

 

  ア 効率的な林業経営と原木供給体制の確立 

持続可能な森林経営の指導や地形・自然条件を考慮した路網整備の推進、適確な森林資源

情報の整備強化等に努める。 

 また、森林施業の集約化やまとまった作業量の確保、路網の整備、高性能林業機械の活用

等により素材生産の効率化・低コスト化を図るとともに、その林業生産活動から発生する林

地残材等を有効に活用し、森林所有者の所得向上につなげるため、木質バイオマス発電への

安定供給に結びつく、①森林経営計画の策定促進、②計画的な間伐等の実施、③収集・運搬

・流通体制の構築に取り組むなど、合理的な原木等供給体制の整備を推進する。 

   

   【参考】管内の木質バイオマス発電施設 

施設名 市町村 出力(KW) 総工費(百万円) 年間使用計画量 運転開始 

(株)ｸﾞﾘｰﾝﾊﾞｲｵﾏｽﾌｧｸﾄﾘｰ 都農町     5,750       3,129    72,000 生 t   Ｈ27.2 

(株)宮崎森林発電所 川南町     5,750       2,882    72,000 生 t   Ｈ27.4 

 

  イ 木材産業の競争力強化 

製材品の加工・流通体制のさらなる効率化・合理化はもとより、大径材を多様な需要へつ

なげる取組や未利用木質バイオマスの有効活用に向けた取組などにより、競争力のある木材 

産業の構築を推進する。 

 

  ウ 県産材の需要拡大の推進 

   寸法、乾燥率、曲げ強度等の適正な格付けと表示がなされたＪＡＳ製品の流通拡大、県内

外における県産材の普及ＰＲや販路拡大によるブランド確立のほか、スギ大径材を活用した 

家づくり、公共建築物等の木造化・木質化や木質バイオマスエネルギー利用促進に努め、県 

産材の需要拡大と木育活動を推進する。 

 

  エ 特用林産の振興 

   しいたけ等特用林産物の生産体制の強化や品質の向上と併せて、安心・安全な商品づくり

のためのトレーサビリティーの定着やブランド産地づくり、獣虫害防止対策などを進め、生 

産量の増大と販路の拡大を図り、林家収入の向上に努める。 

 

  〈しいたけ等特用林産物生産体制強化事業実績〉  

                令和５年度実績 

事業名 事業区分 実施主体 県補助金(円) 内 容 

しいたけ等 

特用林産物 

生産体制強化事業 

基盤整備 

施設機械整備 

獣類被害対策 

 

東米良地区椎茸生産部会 

 

 

   182,000 

 

ほだ場改良 

発電機 

侵入防止ネット 

 

  オ 研究・技術開発及び普及指導 

 林業普及指導員の資質向上を図るとともに、林業技術センター、木材利用技術センターと

連携して実践的な林業技術や試験研究成果のすみやかな現場への普及に努める。 
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 (３) 森林・林業・木材産業を担う地域・人づくり 

 

  ア 山村地域の振興・活性化 

   シカなどの野生鳥獣による被害を防止するため、被害防除対策や有害鳥獣捕獲対策を地域

が一体となって実施するとともに、地域資源を活用した商品づくりや新たな視点から森林に 

経済的価値を与える取組など、市町村と連携して山村の活性化を図る。 

  

   〈鳥獣保護区等周辺被害防止対策事業実績及び計画〉 

    

市町村名 

          令和５年度実績              令和６年度計画      

   基数     延長(ｍ)  事業費(千円)    基数    延長(ｍ)  事業費(千円) 

西都市     12    5,770     1,732     14     5,900     2,826 

新富町      4       950        228       4     1,000        576 

都農町     14     4,150      1,950      12     3,400      2,310 

 計     30    10,870     3,910     30    10,300     5,712  

 

   〈シカ・イノシシ捕獲促進特別対策事業実績及び計画〉 

     

市町村名 

    令和５年度実績      令和６年度計画      

 捕獲頭数  事業費(千円)  捕獲頭数  事業費(千円) 

西都市      93      744      50      400 

木城町      22     154      22      154 

川南町      80     560      80      560 

都農町      83     637      83      637 

  計     278    2,095     235    1,751 

 

   〈有害鳥獣捕獲促進総合対策事業（有害鳥獣捕獲班活動支援事業）〉 

     

市町村名 

    令和５年度実績       令和６年度計画     

   班数    事業費(千円)    班数    事業費(千円) 

西都市       9    409       9      502 

高鍋町      1     645      1      105 

新富町       3   1,306       3       65 

西米良村       7     360       7      378 

木城町       6    220       6      140 

川南町       8     247       8      292 

都農町       4      245       4       276 

  計      38    3,432      38    1,758 

 

   〈有害鳥獣捕獲促進総合対策事業（野生猿特別捕獲班活動支援事業）〉  

     

市町村名 

    令和５年度実績       令和６年度計画      

  班数  事業費(千円)   班数  事業費(千円) 

西都市      1      493      1       462 

新富町       1       94       1       92 

西米良村       7      193       7      154 

木城町       3      233       3       76 

川南町       1      108       1      102 

都農町       1        89       1        76 

  計      14     1,210      14      962 
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     〈有害鳥獣被害対策パトロール支援事業〉 

     

市町村名 

    令和５年度実績       令和６年度計画      

 活動日数  事業費(千円) 活動日数 事業費(千円) 

西都市     224    1,680     224    1,680  

  計     224     1,680     224     1,680 

 

     〈狩猟でシカ捕獲促進事業〉 

     

市町村名 

    令和５年度実績       令和６年度計画      

  捕獲数  事業費(千円) 捕獲数 事業費(千円) 

西都市     323    1,148     250    1,000  

都農町      28        80      30       120 

  計     351     1,228     280     1,120 

 

     〈狩猟免許取得促進事業〉 

     

市町村名 

    令和５年度実績       令和６年度計画      

  人数  事業費(千円) 人数 事業費(千円) 

西都市       0        0       9      185  

新富町       0         0       3       224 

西米良村       0         0       2       149 

川南町       1        24       2       149 

都農町       2        25       2        81 

  計       3        49      18       788 

 

  イ 林業・木材産業を支える担い手の確保・育成 

 地域林業のリーダーとなる担い手の育成をはじめ、意欲ある林業事業体や木材産業をリー

ドする担い手を育成するとともに、「林業担い手総合対策基金事業」等の活用により、林業

事業体の就労環境の改善を推進する。 

 

   〈単位林業研究グループ活動推進事業実績〉 

 

  実施主体 

令和５年度実績 令和６年度計画  

 

 

 

 

 

 

補助金(円) 内  容 補助金(円) 内  容 

木城町 

(木城町ゆうあい林研) 

 

 

  

42,000 

 

 

管内の保育園等で 

木育教室を開催 

 

 

362,000 

 

 

 

管内の小中学校、保育園等で

木育教室を開催 

 

     計  42,000    362,000  

 

    〈森林の仕事就業定着促進事業（継続雇用支援）〉 

令和５年度実績 

事項名 事業名 実施主体 補助金(円)  内 容  

林業担い手総合

対策基金事業 

継続雇用支

援 

    

3 事業体 

 

600,000 

研修修了者の継続

雇用への支援 
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  ウ 
も り

森林を育み、支える人づくり                   

  「宮崎県水と緑の森林づくり条例」に定める県民等の主体的な参画による森林づくりを推 

      進するため、企業や森林ボランティア団体等多様な主体による森林づくり活動への支援や森 

      林づくりに関する普及啓発等を行う。 

 

〈森林づくり活動支援事業実績及び計画〉 

令和５年度実績 

事業名 実施主体 補助金（千円） 内容 

森林づくり活動支

援事業 

茶臼原里山学校 ２５１ 西都市内の民有林において、伐竹

作業等を実施 

高鍋自然愛好会     １００ 高鍋町内において、植樹作業や普

及啓発活動を実施 

令和６年度計画 

事業名 実施主体 補助金（千円） 内容 

森林づくり活動支

援事業 

茶臼原里山学校     ４７０ 西都市内の民有林において、伐竹

作業等を実施 

 

   〈森林づくり植樹支援事業実績〉 

 令和５年度実績 

 西米良村   １団体    1.00ｈａ     245 本 

 木城町    ２団体    0.10ｈａ      540 本 
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７ 森林土木課 

 

森林の有する多面的機能の維持・増進を図り、県土の緑豊かで安全で住みよい生活環境を確保

するとともに、効率的かつ持続的な地域林業を確立するため、第八次宮崎県森林・林業長期計画

及び森林整備保全事業計画に基づき、治山事業及び林道事業を計画的に推進する。 

 

（１）治山担当 

 
森林資源が集中する管内上流域は地形が急峻かつ脆弱なことから、近年の局地的な集中豪雨

等の増加により、林地崩壊や地すべり等の山地災害の発生の危険性が一層高まっている。 
このような中、地域の安全で安心な生活環境の確保と森林の持つ公益的機能を持続的に発揮

させるため、森林整備と一体的な治山施設の整備を効率的に実施し、山地災害の事前防災・減
災対策や荒廃山地の早期復旧整備を推進する。 

 
  ア 復旧治山事業 

山地災害の防止や軽減を図るため、山腹崩壊地や浸食、堆積等の影響を受けた荒廃渓流等
の復旧整備を行う。 

 
  イ 緊急総合治山事業 

災害関連緊急治山事業を実施した地区等において、同事業に引き続き概ね３年以内に荒廃
山地の復旧整備等を行う。 

 
  ウ 機能強化・老朽化対策事業  

既設の治山施設を有効活用して、山地災害を未然に防止し、生活環境基盤の整備に資する
ために機能強化対策及び老朽化対策を行う。 

 
  エ 林地荒廃防止事業 

激甚災害により被災した地域又は特殊土壌地帯において、風倒木・流木等に起因する山地
災害の未然防止を図る山地災害危険地対策を行う。 

 
  オ 災害関連緊急治山事業                                                           

民有林等において、災害により新たに発生し、又は拡大した荒廃林地につき、当該発生年
に緊急に復旧整備を行う。                                                          

 
カ 臨時県単治山事業 
 国庫補助の対象とならない小規模の荒廃林地につき、治山事業の新設を行う。 

       
  キ 集落防災総合治山事業 

災害等により被災した、国庫補助事業の対象とならない県の管理する治山施設の災害復旧
整備や、機能回復及び機能強化を行う。 

 
  ク 荒廃渓流流木等対策事業 

流木に起因する災害を防止するため、下流に流出する恐れのある渓流沿いの不安定な立木
や渓流に堆積した流木等の撤去を行う。 

 
  ケ 県単集落防災事業（補助） 

人家に被害を与え、又は与える恐れのある箇所の治山施設の新設や、市町村の管理する治
山施設の維持修繕及び改良等を行う。 
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  〈治山事業概要〉     
                                                 （単位：箇所，千円） 

 
 

区  分 

 

 
事 業 
主 体 

 

令 和 ５ 年 度 
実 績 (見 込 ) 

令 和 ６ 年 度 
計       画 

（ 箇 所 数 ） 
地区数 

 
事 業 費 

（ 箇 所 数 ） 
地区数 

 
事 業 費 

 
 
 

国 
 

庫 
 

補 
 

助 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
      
復旧治山事業 

 
   

県 

 
    (3) 
     3 

 
   
    376,139 

 
    (1) 
     1 

 
 
    15,000 

 
 
緊急総合治山事業 

 
 

〃 

 
    (2) 
     1 

 
 
    146,662 

 
    (1) 
     1 

 
 
    143,000 

 
 
機能強化・老朽化対策事業 

 
 
〃 

 
    (2) 
     1  

 
 
    126,661 

 
    (-) 
     - 

 
 
         - 

 
      
林地荒廃防止事業 

 
 

〃 

 
    (3) 
     3 

 
 
    132,389 

 
    (2) 
     2 

 
 
    32,620 

 
 
災害関連緊急治山事業   

 
 
〃 

 
   (11) 
     9 

 
 
  1,049,870 

 
    (-) 
     - 

 
 
         - 

      
 
          計 

 

 

 

 
   (21) 
    17  

 
 
  1,831,721 

 
    (4) 
     4 

 
 
   190,620 

 
 

県 
 

単 
 

事 
 

業 

 

 
      
臨時県単治山事業 

 
 

県 

 
    (1) 
     1 

 
 
        473 

 
    (-) 
     -  

 
 
         - 

 
      
集落防災総合治山事業 

 
 

〃 

 
    (2) 
     2 

 
 
      9,229 

 
    (-) 
     -  

 
 
         - 

 
 
治山施設計画調査事業 

 
 

〃 

 
    (3) 
     2 

 
 
      8,292 

 
    (-) 
     - 

 
 
         - 

 
 
荒廃渓流流木等対策事業 

 
 

〃 

 
    (1) 
     1 

 
 
      7,920 

 
    (-) 
     -  

 
 
         - 

 
 

計 

 
 

 

 
    (7) 
     6 

 
 
     25,914 

 
    (-) 
     - 

 
 
         - 

 
県 
単 
補 
助 

 

 
 
県単集落防災事業 

 
 
市町村 

 
    (1) 
     1 

 
 
      7,950 

 
    (-) 
     -  

 
 
         - 

 
 

計 

 
 

 

 
    (1) 
     1 

 
 
      7,950 

 
    (-) 
     - 

 
 
         - 

                              
                              
            合    計    

 
   (29) 
    24 

 
 
  1,865,585 

 
    (4) 
     4 

 
 
   190,620 

注１) 令和５年度実績(見込)は前年度からの繰越を含む。 

注２) 令和６年度計画は前年度からの繰越は含まない。 
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（２）森林路網担当 

林道等の基盤整備を進めている管内上流域は地形が急峻かつ崩壊等が発生しやすい脆弱な

地質であることから、令和４年度末の管内の林道密度は 4.9m/ha で、また、林道に国県道や作

業道等を加えた林内路網密度は 30.6m/ha となっており、いずれも県平均（林道密度 6.6m/ha、

林 内路網密度 39.1m/ha）を下回っている状況にある。 

このような中、効率的な森林整備と木材生産に資する林道等は、林業の収益性を向上させる

とともに、災害時の緊急道路として地域に欠かせない恒久的な施設であることから、基盤とな

る効率的で災害に強い林道や森林施業のための森林作業道等の整備を一体的に推進する。 

  

  ア 地方創生道整備推進交付金事業   

山村地域交通のネットワーク化及び森林施業の促進を図り、地域再生を推進するため、市

町村道や農道と連携する林道整備を行う。 

 

  イ 山のみち地域づくり交付金事業  

地域林業の振興をはじめ、山村地域と都市住民との交流促進など総合的に地域振興を推進

するため、適切な森林管理や効率的な林業生産活動、地域の生活及び産業活動の基盤として、

基幹となる林道整備を行う。 

 

  ウ 森林環境保全整備事業（森林資源循環利用林道整備事業 開設） 

森林資源が充実している生産基盤強化区域等において、路網ネットワークを重点的に整備

するため、幹線となる林道整備を行う。 

 

    エ 森林環境保全整備事業（森林資源循環利用林道整備事業 改良） 

        既設林道等について、輸送力の向上及び安全確保を図るため、局部的構造の改良等を行う。 

 

  オ 農山漁村地域整備交付金事業（点検診断・保全整備事業） 

林道台帳に登載された既設林道の橋梁、トンネル及びその他重要な施設の健全性や耐震性

に係る点検診断を実施し、その結果に基づき施設の補修及び更新等を行う。 

 

カ 持続的林業推進路網整備事業 

        自然災害の激甚化、木材生産量の増加等を踏まえ、既設林道等の機能強化を行う。 

 

  キ 林道施設災害復旧事業 

異常な天然現象により地方公共団体等が管理する林道施設が被災した場合、迅速・確実に

復旧を行う。 

                 

  ク 県単林道網総合整備事業 

林業生産活動を促進し、併せて生活の利便性を高め、通行の安全を確保するため、林道、

作業道等の開設、改良、舗装及び安全施設等の整備を行う。 

 

  ケ 県営・補助営県単林道災害復旧事業  

国庫補助事業の対象とならない天然現象や規模等で林道施設が被災した場合、迅速・確実

に復旧を行う。 
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  〈林道事業概要〉 

                                               （単位：路線，工区，千円） 

 
 

区  分 

 

 
事 業 
主 体 

 

令 和 ５ 年 度 
実 績 (見 込 ) 

令 和 ６ 年 度 
計          画 

 
路 線 

 
工 区 

 
事 業 費 

 
路 線 

 
工 区 

 
事 業 費 

 
 
 
 

国 
 
 
 
 

庫 
 
 
 
 

補 
 
 
 
 

助 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
地方創生道整備推進交付金事業 

 
 

県 

 
    
    3 

 
    
    7 

 
   
  413,212 

 
    
    2 

 
    
    2 

 
  
  180,000 

 
 
地方創生道整備推進交付金事業 

 
 
市町村 

 
 
    2 

 
 
    3 

 
 
   30,821 

 
 
    2 

 
 
    3 

 
 
   21,000 

 
 
山のみち地域づくり交付金事業 

 
 

県 

 
 
    2 

 
 
    4 

 
 
  254,153 

 
 
    2 

 
 
    2 

 
 
  110,000 

森林環境保全整備事業 
（森林資源循環利用林道整備事 
業 開設） 

 
   

県 

 
 
    2 

 
 
    3 

 
 
  264,189 

 
 
  - 

 
    
  - 

 
    
    -  

森林環境保全整備事業 
（森林資源循環利用林道整備事 
業 改良） 

 
 
市町村 

 
 
    1 

 
 
    1 

 
 
   10,000 

 
    
    1 

 
   
    1 

 
 
   10,000 

 
農山漁村地域整備交付金事業 
(点検診断・保全整備事業) 

 
 
市町村 

 
     
    7 

 
     
    9 

 
 
   12,795 

 
     
   16 

 
     
   16 

 
 
   20,300 

 
 
持続的林業推進路網整備事業 

 
 

市町村 

 
 
    2 

 
 
    4 

 
 
    5,500 

 
 
    1 

 
 
    7 

 
 

5,000 
 
 
林道施設災害復旧事業 

 
 

市町村 

 
 
   20 

 
 
   37 

 
 
  388,610 

 
 
    3 

 
 
    8 

 
 
  179,539 

 
 

計 

 
 

 

 
 
   39 

 
 
   68 

 
 
1,379,280 

 
 
   27 

 
 
   39 

 
 
  525,839 

 
県 
 

単 
 

補 
 

助 

 

 
 
県単林道網総合整備事業 

 
 
市町村 

 
 
    9 

 
 
    9 

 
 
   16,934 

 
 
    7 

 
 
    7 

 
 
    9,460 

 
 
補助営県単林道災害復旧事業 

 
 
市町村 

 
 
    3 

 
 
    3 

 
 
   31,000 

 
    
  - 

 
    
  - 

 
     
   - 

 
        

計 

 

 

 

 
 
   12 

 
 
   12 

 
 
   47,934 

 
 
    7 

 
 
    7 

 
          
    9,460 

 
 

合    計 

 
 
   51 

 
 
   80 

 
 
1,427,214 

 
 
   34 

 
 
   46 

 
 
  535,299 

注１) 令和５年度実績(見込)は前年度からの繰越を含む。 

注２) 令和６年度計画は前年度からの繰越は含まない。 
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８ 地域支援課・農業経営課   （児湯農業改良普及センター） 

 

  本格的な人口減少・高齢化社会を迎える中、管内においても農業従事者の減少が進行し、生産 

基盤や集落機能の低下が懸念される。そのため、「第八次宮崎県農業・農村振興長期計画」の「児 

湯地域ビジョン」に基づき、産地の核となる多様な担い手の確保や経営資源の集積・継承、規模 

拡大を図るため、関係機関と連携しながら、経営感覚に優れた担い手の育成や法人化、労働力の 

確保、スマート農業等の新技術導入を進め、地域農業の総合的な発展を支援する。 

 

 (１) 地域支援課   

  ア 地域企画担当 

    (ア) 農業者研修  

    新規就農者や中心的経営体、農業法人や雇用就農者等の多様な担い手、コンサル対象者

等に対し、農業技術・経営管理能力の修得を目的として「発展段階に応じた研修」を実施

し、経営力向上を支援する。 

     (イ) 中心的経営体の経営力強化支援 

         事業承継・法人化・規模拡大等の経営課題を抱える中心的経営体に対して、サポート事

業等による専門家の経営分析診断や助言を活用しながら、さらなる経営の発展を支援する。 

        中心的経営体の育成・確保のため、認定農業者連絡協議会への支援や経営改善計画作成

の助言等を実施する。 

 

  イ 地域振興担当 

     (ア) 地域振興のためのコーディネート  

          地域振興(局プロジェクト等)や各地域の課題解決に向けた課題の明確化及び合意形成、 

     対応方策の策定支援など、関係機関と一体となった取組を促進する。 

     (イ) 新規就農者支援 

          今後の産地を担う新規就農者を確保するため、各市町村、ＪＡと連携して就農相談・研 

     修・就農・定着までの一貫した支援体制整備を進める。           

     新規就農者育成総合対策（経営開始資金）受給者の早期の経営確立に向けて、関係機 

     関と連携したサポートチームによるきめ細やかな支援を行う。 

      また、児湯地域では JA や担い手協議会など、地域独自の研修事業を実施しており、先進

農家や研修施設での技術研修と普及センター等で実施する座学研修を組み合わせ、農業経

営者として育成し、経営開始後も一定期間の重点的な支援を行うことにより、定着につな

がっている。 
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     〈令和５年度 地域独自研修事業の卒業者数〉（人） 

    地 域 ﾋﾟｰﾏﾝ ｶﾗｰﾋﾟｰﾏﾝ ｽﾞｯｷｰﾆ   合計         

 

 

 

 

西都市・JA 西都    ３     １   １     ５ 

新富町・JA 児湯             

川南町・JA 尾鈴     ４           ４ 

     計    ７     １     １    ９ 

 

       〈令和５年度 地域独自研修事業の研修者数〉     （人） 

    地 域         研修先  合計 

西都市・JA 西都 農家４     ４ 

新富町・JA 児湯 農家１     １ 

川南町・JA 尾鈴 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾊｳｽ１１   １１  

     計         １６ 

    

     (ウ) 青年農業者支援 

          管内の学修グループやＳＡＰ（計 18集団）に対して、学修会や研修等による経営改善及 

     び技術習得に向けた支援を行う。  

     (エ) 鳥獣被害対策 ６次産業化支援  

          鳥獣被害対策については、鳥獣被害対策支援センターと連携した児湯地域鳥獣被害対策 

     特命チームとして活動し、モデル集落の活動や展示ほ設置について支援を行う。 

          ６次産業化については、みやざきフードビジネス相談ステーションと連携して月１回の 

    相談会を通じて、新規取組や改善が必要な生産者に対する支援を行う。 

     (オ) 労働力確保支援 

          各市町村やＪＡが取り組む労働力確保対策については、労力と見込める人材の想定、委

託作業の見える化など、多様な人材の受け入れを見据え、労力マッチングの仕組みづくり

に向けた準備を進めていく。 

 

（２）農業経営課 

    ア 土地利用営農担当 

水田や畑の効率的な活用や畑かんを利用した営農を推進する。 

水田営農については、農家の規模拡大や農地集約、スマート農業の導入等を支援していく。 

畑作営農については、マーケットニーズや作付状況の把握を行い、耕種版インテグレーシ

ョンを推進するための生産体制の確立に向けた支援を行う。 

 畑かん営農については、水利用の効果や受益地域への新品目等の高収益作物栽培の取組を

支援し、水の活用による経営規模の発展や拡大を促進する。 

  

   イ 農畜産経営担当 

       畜産、普通及び特用作物を栽培する経営体に対して、飼養・栽培技術や経営管理能力向上 
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    のための研修を行い、経営の維持・発展に向けた支援を行う。 

    肉用牛繁殖については、管内の新規就農者の育成や定着を図るとともに、飼養管理の徹底 

    や子牛事故率の低減、計画的な母牛更新及び母牛の増頭の取組等を支援する。また、中山間 

    においては、ゆず残さを活用したエコフィードの調整・給与技術の確立を支援する。 

    酪農については、飼料価格高騰等により厳しい経営状況にあるため、畜産コンサル事業の

活用による専門的な経営診断・指導を行い、経営改善を支援する。 

茶については、契約取引や小売など多様な販売形態に対応しながら、低コストかつ作業の

効率化を図るための新たな生産体制づくりを支援する。また、市場出荷においても、出荷デ

ータの分析を行い、分析結果に基づく経営指導に取り組む。 

    水稲については、早期水稲の収量や品質向上、優良種子の安定生産を支援するとともに、 

    土地利用営農担当と連携し、先進的な大規模水田営農の確立を図る。 

     

   ウ 園芸経営担当                                            

        野菜、果樹、花きの経営体に対して、栽培技術向上やスマート農業の導入を支援し、産地 

    の維持発展を目指す。 

        野菜については、産地ビジョンの実践や植物生理に基づいた環境制御技術の修得、総合的 

    作物管理（ＩＣＭ）の実践などを支援し、産地及び農業者個々の生産力の強化を推進する。 

    花きについては、細霧冷房・遮熱資材等の環境制御技術についての理解と実践を促し、生 

     産性の向上を支援する。 

果樹については、生産部会や関係機関とともに産地全体及び各品種ごとの現状と問題点を

共有し、産地の方向性の検討を支援するともに、省力化に向けたスマート技術や機械の導入

等を推進する。 
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＜参考＞ 

 

 

 

１．主 要 な 農 林 水 産 業 団 体 一 覧 

 

 

 

２．令和６年度県営農業農村整備事業地区 

                  位置図 

 

 

３．令 和 ６ 年 度 森 林 土 木 課 関 係 事 業 

                 位置図 

 



 ＜参考＞  主要な農林水産業団体一覧表 

                                     令和６年７月現在 

団  体  名 
代 表 者 

Ｔ Ｅ Ｌ 郵便番号 所  在  地 
役 職 名  氏  名 

宮崎県農業協同組合 

西都地区本部 

地区本部

長 

緒方 俊郎 

 

0983-43-3113 

 

881-0003 

 

西都市大字右松 2071 

 

宮崎県農業協同組合 

児湯地区本部 

地区本部

長 

壹岐 浩史 0983-22-4571 884-0002 高鍋町大字北高鍋 99-1 

宮崎県農業協同組合 

尾鈴地区本部 

地区本部

長 

網代 宗章 0983-27-1121 889-1301 川南町大字川南 13658-1 

宮崎県農業共済組合 

児 湯 セ ン タ ー 

センター長 

 

大谷 強 

 

0983-21-6166 

 

889-1406 

 

新富町大字新田 17938-5 

 

児湯養鶏農業協同組合 

 

代表理事 

組合長 

榮 一郎 

 

0983-33-2141 

 

889-1401 

 

新富町大字日置 2930 

 

児湯郡市畜産 

 農業協同組合連合会 

代表理事 

会長 

壹岐 浩史 0983-35-1231 

 

889-1406 

 

新富町大字新田北畦原 

21696-1 

児湯郡茶農業協同組合 組合長 清 昌明 0983-23-0467 884-0005 高鍋町大字持田 3367-12 

㈱一ツ瀬青果市場 代 表 取 締 役 関屋 誠治 0983-43-0208 881-0002 西都市大字黒生野 2077 

㈱児湯青果地方卸売市場    〃 小澤 浩一 0983-22-1230 884-0002 高鍋町大字北高鍋 2372-1 

㈲都農青果卸市場    〃 河野 且佳 0983-25-0059 889-1201 都農町大字川北 5436 

西 都 市 農 業 委 員 会  会 長 湯淺 幸二 0983-43-3595 881-8501 西都市聖陵町 2-1 

高 鍋 町 農 業 委 員 会    〃 坂本 弘志 0983-26-2019 884-8655 高鍋町大字上江 8437 

新 富 町 農 業 委 員 会    〃 平下 裕敏 0983-33-6043 889-1493 新富町大字上富田 7491 

西米良村農業委員会    〃 中武 武司 0983-36-1111 881-1411 西米良村大字村所 15 

木 城 町 農 業 委 員 会    〃 久保 一美 0983-32-4738 884-0101 木城町大字高城 1227-1 

川 南 町 農 業 委 員 会    〃 山下  栄 0983-27-8016 889-1301 川南町大字川南 13680-1 

都 農 町 農 業 委 員 会    〃 土工 武徳 0983-25-5720 889-1201 都農町大字川北 4874-2 

西都・西米良地域担い

手育成総合支援協議会 

   〃 

 

緒方 俊郎 

(JA みやざき西都地区本

部長) 

0983-43-1153 

 

881-8501 

 

（事務局）西都市農業活性

化センター内 

児湯地域担い手育成総

合支援協議会 

   〃 

 

黒木 博 

(JA みやざき児湯地区本

部常務理事)  

0983-22-4571 

 

884-0002 

 

（事務局）ＪＡみやざき児

湯地区本部営農企画課内 

尾鈴地域担い手育成総

合支援協議会 

   〃 

 

網代 宗章

(JA みやざき尾鈴地区本

部長) 

0983-27-0583 

 

889-1301 

 

（事務局）ＪＡみやざき尾

鈴地区本部営農支援課内 
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                                                                       令和６年７月現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

団  体  名 

代 表 者 

Ｔ Ｅ Ｌ 郵便番号 所  在  地 
役 職 名  氏  名 

みやざきブランド推進

児湯地域本部 

本部長 

 

海野 俊彦 

 

0983-22-1365 

 

884-0002 

 

（事務局）児湯農林振興 

局農畜産課内 

宮崎県花き生産者連合 

会児湯地区振興会 

会 長 

 

森 愛 

 

0983-22-1365 

 

884-0002 

 

（事務局）児湯農林振興 

局農畜産課内 

西都・児湯地区 

    茶業振興協議会 

会 長 

 

市原 将史 0983-22-1365 

 

884-0002 

 

（事務局）児湯農林振興 

局農畜産課内 

児湯農業改良普及事業

推進協議会 

   〃 

 

橋田 和実 

 

0983-43-2311 

 

881-0023 

 

（事務局）児湯農林振興

局地域支援課内 

宮崎県農業経営指導士

会児湯地区 

   〃 

 

姫野 康彦 

 

0983-43-2311 

 

881-0023 

 

（事務局）児湯農林振興

局地域支援課内 

児湯地域認定農業者連

絡協議会 

 会 長 

 

齊藤 孝博 

 

0983-43-2311 

 

881-0023 

 

（事務局）児湯農林振興 

局地域支援課内 

杉 安 堰 土 地 改 良 区 理事長 橋口 久德 0983-43-0633 881-0021 西都市上町１丁目 46 

鹿 野 田 土 地 改 良 区    〃    松尾 洋一  0983-43-1787 881-0104 西都市大字鹿野田 1452 

一ツ瀬川土地改良区    〃    久保 一美  0983-42-3748 881-0037 西都市大字茶臼原 107-1 

三財川筋土地改良区    〃    関谷 義美  0983-44-5433 881-0113 西都市大字下三財3381-1 

三納川筋土地改良区    〃    池野 康己  0983-45-1356 881-0101 西都市大字三納 3224-1 

小 丸 川 土 地 改 良 区    〃    上野 光正  0983-22-1323 884-8655 高鍋町大字上江 8437 

柳 瀬 土 地 改 良 区    〃    猪俣  忠  0983-33-0047 889-1406 新富町大字新田 11483 

新 富 土 地 改 良 区    〃    土屋 公俊  0983-33-0214 889-1406 新富町大字新田 8210-1 

金丸堰土地改良区連合    〃    土屋 公俊 0983-33-0214 889-1406 新富町大字新田 8210-1 

岩 戸 原 土 地 改 良 区    〃    重永斗志夫  0983-32-3349 884-0101 木城町大字高城 1227-1 

尾 鈴 土 地 改 良 区    〃    網代 宗章  0983-27-5484 889-1301 川 南 町 大 字 川 南

13679-12 

尾鈴土地改良区連合    〃    日髙 昭彦  0983-27-5484 889-1301 川 南 町 大 字 川 南

13679-12 

川 南 原 土 地 改 良 区    〃    川田 昌克  0983-27-0350 889-1301 川 南 町 大 字 川 南

13679-12 

都 南 土 地 改 良 区    〃    黒木 孝幸  0983-25-5729 889-1201 都農町大字川北 4874-2 

児湯土地改良協議会 

 

 会 長 

 

土屋  公俊 

 

0983-22-1367 

 

884-0002 

 

（事務取扱）児湯農林振興局 

   農村計画課 

児湯地区土地改良区 

統合整備推進協議会 

  〃 

 

土屋  公俊 

 

0983-22-1367 

 

884-0002 

 

(事務局)児湯農林振興局 

   農村計画課内 
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                                    令和６年７月現在 

団  体  名 
代 表 者 

Ｔ Ｅ Ｌ 郵便番号 所  在  地 
役 職 名 氏  名 

尾鈴地区農業水利総合

開発事業促進協議会 

会長代理 

 

半渡 英俊 

 

0983-27-8012 

 

889-1301 

 

(事務局) 川南町役場 

     農地課内 

一ツ瀬川地区基幹水利

施設連絡調整協議会 

  会長 

 

橋田 和実 

 

0983-43-3432 

 

881-0015 

 

(事務局) 西都市役所 

          農林課内 

一ツ瀬川地区管理体制

整備推進協議会 

   〃 

 

小嶋 崇嗣 

 

0983-33-6034 

 

889-1493 

 

(事務局) 新富町役場 

          農地管理課内 

一ツ瀬川地区土地改良

事業促進協議会 

   〃 

 

橋田 和実 

 

0983-43-3432 

 

881-0015 

 

(事務局) 西都市役所 

          農林課内 

九州農政局 

一ツ瀬川農業水利事業所 

所 長 坂元 隆雄 0983-32-1360 884-0002 高鍋町大字北高鍋 300 

児 湯 広 域 森 林 組 合 

 

代表理事 

 組合長 

長友 幹雄 

 

0983-35-3900 

 

881-0102 

 

西都市平群 5681  

 

西都地区製材協同組合 理事長 横田欽一郎 0983-43-0290 881-0003 西都市大字右松 1955-3 

高鍋製材事業協同組合    〃 皆川 典宣 0983-22-1366 884-0005 高鍋町大字持田 4499-1 

一ツ瀬川流域森林・ 

 林業活性化センター 

会 長 

 

長友 幹雄 

 

0983-35-3900 

 

881-0102 

 

( 事 務 局 )      

児湯広域森林組合内 

都農町漁業協同組合 

 

代表理事 

 組合長 

金谷 正文 

 

0983-25-0028 

 

889-1201 

 

都農町大字川北 3741 

 

川南町漁業協同組合    〃 俵   伸二 0983-27-0026 889-1301 川南町大字川南 17437-4 

新富町漁業協同組合    〃 清  範夫 0983-33-4811 889-1401 新富町大字日置 964 

名貫川淡水漁業協同組合    〃 金丸 俊光 0983-25-5721 889-1201 都農町大字川北 4874-2 役場内 

平田川淡水漁業協同組合   〃 黒木 康夫 0983-27-8011 889-1301 川南町大字川南13680-1 役場内 

小丸川漁業協同組合    〃 前田 和則 0983-22-1195 884-0005 高鍋町大字持田 1690-2 

上小丸川漁業協同組合   〃 松本 武志 0982-59-1601 883-0306 美郷町南郷神門 287 役場内 

新 佐 漁 業 協 同 組 合    〃   大坪洋一郎 0983-33-6140 889-1411 新富町富田 3 丁目 104 

一ツ瀬川漁業協同組合    〃 黒木 文男 0983-42-5857 881-0033 西都市大字妻 51-1 

西米良漁業協同組合    〃 甲斐 法長 0983-36-1111 881-1411 西米良村大字村所 15 役場内 
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⑩
⑦

⑥
⑤

令和６年度 県営農業農村整備事業地区 位置図

⑨

⑭
⑰

⑫

⑯

⑧

⑱

① 経営体育成基盤整備事業  大和地区 （新富町） 平成29 ～令和7

② 経営体育成基盤整備事業  栳瀬１期地区 （高鍋町） 令和3 ～令和8

③ 経営体育成基盤整備事業  栳瀬２期地区 （高鍋町・木城町） 令和5 ～令和8

④ 経営体育成基盤整備事業  新田西地区 （新富町） 令和4 ～令和15

⑤ 畑地帯総合整備事業(担手支援型) 染ヶ岡・鬼ヶ久保３期地区 （高鍋町・川南町） 平成27 ～令和6

⑥ 畑地帯総合整備事業(担手支援型) 通山・坂の上地区 （川南町） 平成26 ～令和7

⑦ 畑地帯総合整備事業(担手支援型) 大内原地区 （川南町） 平成27 ～令和6

⑧ 畑地帯総合整備事業(担手支援型) 西光原・国光原１期地区 （川南町） 平成29 ～令和9

⑨ 畑地帯総合整備事業(担手支援型) 西光原・国光原２期地区 （川南町） 平成30 ～令和7

⑩ 畑地帯総合整備事業(担手支援型) 十文字地区 （川南町） 令和1 ～令和8

⑪ 基幹農道整備事業　平下地区 （川南町） 令和4 ～令和9

⑫ ため池等整備事業(危険ため池)永谷本地区 （西都市） 令和4 ～令和8

⑬ ため池等整備事業(危険ため池)坂の上地区 （都農町） 令和6 ～令和8

⑭ ため池等整備事業(用排水) 鹿野田地区 （西都市） 令和4 ～令和7

⑮ ため池等整備事業(用排水) 永谷地区 （西都市） 令和5 ～令和8

⑯ 防災ダム整備事業  高平地区 （高鍋町） 平成30 ～令和6

⑰ 湛水防除事業　大渕地区 （新富町） 令和3 ～令和9

⑱ 農地保全整備事業　平下地区 （川南町） 令和4 ～令和10

⑲ 長寿命化・防災減災事業　三財原１期地区 （西都市） 令和4 ～令和6

⑳ 長寿命化・防災減災事業　三財原２期地区 （西都市） 令和6 ～令和8

㉑ 長寿命化・防災減災事業　霧島１期地区 （西都市） 令和5 ～令和7

③

①
④

⑪

㉑

②
⑮

⑲

⑬

⑳
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令和６年度 児湯農林振興局森林土木課（県営）関係事業位置図（工事）

㋓

㋐

㋖

㋔

㋒

尾八重・銀鏡線

㋑

⑪

⑤

③ ⑨

④

②

㋕

①

 治山事業実施箇所  林道事業実施箇所

R４事故繰越 R４事故繰越

① 災害関連緊急治山事業 内之畑 ㋐ 地方創生道整備推進交付金事業 長谷・児原線（２工区）

② 災害関連緊急治山事業 小山重 ㋑ 地方創生道整備推進交付金事業 銀鏡・小川線（２工区）

③ 災害関連緊急治山事業 鷹之巣１工区

災害関連緊急治山事業 鷹之巣２工区 ③の近接 R５繰越

㋒ 地方創生道整備推進交付金事業 銀鏡・小川線（１工区）

R５繰越 ㋓ 地方創生道整備推進交付金事業 糸郷谷線（２工区）  

④ 復旧治山事業（ゼロ国債） 竹元谷 ㋔ 山のみち地域づくり交付金事業 小川・石打谷線（１工区） 舗装

⑤ 復旧治山事業 長薮 山のみち地域づくり交付金事業 小川・石打谷線（２工区） ㋔の近接

⑥ 緊急総合治山事業 尾春 ㋕ 森林資源循環利用林道整備事業 糸郷谷線（１工区）

⑦ 機能強化・老朽化対策事業 八重

⑧ 林地荒廃防止事業 児佐江 R６当初

⑨ 林地荒廃防止事業 長薮 地方創生道整備推進交付金事業 銀鏡・小川線（１工区） ㋒の延長

⑩ 災害関連緊急治山事業 大藪 地方創生道整備推進交付金事業 糸郷谷線（２工区） ㋓の延長

⑪ 災害関連緊急治山事業 大藪２ 山のみち地域づくり交付金事業 小川・石打谷線（１工区） 舗装・㋔の延長

㋖ 山のみち地域づくり交付金事業 小川・棚倉峠線（１工区）

R６当初

⑫ 復旧治山事業 大藪 全体計画調査のみ

緊急総合治山事業 鷹之巣 ③の近接

林地荒廃防止事業 児佐江 ⑧の近接  自然公園事業実施箇所
⑬ 林地荒廃防止事業 大河内 測量設計のみ

R６当初

❶ 自然公園等整備事業 尾鈴コース

⑥⑧
⑦

⑬

⑫
⑩

❶
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